
コミュニティカレッジも、地域における教育機関という主要な役割のみならず、中等教育と
中等後教育およびさらなる高等教育機関とのつなぎ、地域コミュニティにおける看護師の育
成、産業振興、企業間の情報共有、そして職業訓練という多用な役割を担っているようにみ
えながら、地域経済と地域コミュニティの支援という目標にこそ焦点がある。この目標は、
労働力革新・機会法（WIOA）の前身の労働力投資法（WIA）においてもみられたものだが、
2014 年の改正でより色濃くなるとともに、省庁を超えて共有されてきている。
しかしながら、この目標にむけてすべてが円滑に機能しているわけではないとうことにも

あわせて留意する必要がある。それは次の二点である。
第一に、連邦労働省の職業訓練予算は州政府が行っている職業訓練や運営するワンストッ

プセンターで必要な予算を積み上げて算出されてはいないことから生じる問題があるという
ことである。これは、連邦労働省の職業訓練予算の増減に応じて、各州の行う職業訓練予算
が増減し、それに伴って、ワンストップセンターの事業費や職業訓練インストラクターの人
件費も増減してしまうということを意味する。つまり、評価制度自体が厳格に運営されて、
高い評価結果を受けたとしても、予算額が削減されるということがありえるのである。その
ため、事業を実施するワンストップセンターは政治家に直接働きかけるロビー活動や民間寄
付金財団を含み、連邦労働省以外の資金源を確保するための活動を行うことが求められる。
第二に、職業訓練の効果には景気変動の影響が少なからずあるということである。インタ

ビュー調査においても、好景気で労働需給が逼迫している場合には目標を達成しやすくなる
一方で、景気が悪く労働需要が少ない場合には職業訓練にかかわらず採用されにくいという
声があった。また、インタビュー調査でおとずれたミシガン州のワンストップセンターでは、
現在が好景気であるために、職歴や学歴、年齢を問わず求人があり、中小企業であっても採
用後に企業が職業訓練機会を提供することを条件にしているということであった。この場合、
職業訓練を受けた場合の効果は見かけ上高くなる。また、Jacobson (2009)が指摘するように、
職業訓練を受ける労働者は、情報提供やカウンセリングでは就職先が見つからなかったとい
うもっとも就職が困難な労働者であるという可能性を排除することは難しい。
これらの問題点に対し、連邦労働省の職業訓練予算の増減が実態を反映しないかたちで起

こることに対応するため、さらには、景気変動による職業訓練効果に対する影響を少しでも
少なくするためにこそ、評価結果を素点ではなく交渉によって決める余地を残しているとい
うこともできるだろう。
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エ
ン
ト
リ
ー
時
の
学
校

の
地
位

実
際
に
失
業
し
た
日
付

適
格
者
と
認
め
ら
れ
た
最
も
新
し
い

日
付

認
定
さ
れ
た
時
の
雇
用
の

在
職
期
間

移
民
・
季
節
労
働
者
の
指
定
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2
年

以
内

に
T
A

N
F
を

使
い

果
た

し
た

か

 I
N

 1

そ
の

ほ
か

の
公

的
扶

助
受

給
者

妊
娠

中
の

、
あ

る
い

は
子

供
の

い
る

若
者

追
加

的
な

援
助

が
必

要
な

若
者

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

里
親

制
度

を
利

用
し

て
い

た
か

S
E

C
T

IO
N

 A
.0

5
 -

 公
的

扶
助

に
関

す
る

情
報

S
E

C
T

IO
N

 A
.0

6
 -

 若
年

者
に

関
す

る
追

加
的

な
情

報
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2
年

以
内

に
T
A

N
F
を

使
い

果
た

し
た

か

 I
N

 1

そ
の

ほ
か

の
公

的
扶

助
受

給
者

妊
娠

中
の

、
あ

る
い

は
子

供
の

い
る

若
者

追
加

的
な

援
助

が
必

要
な

若
者

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

里
親

制
度

を
利

用
し

て
い

た
か

S
E

C
T

IO
N

 A
.0

5
 -

 公
的

扶
助

に
関

す
る

情
報

S
E

C
T

IO
N

 A
.0

6
 -

 若
年

者
に

関
す

る
追

加
的

な
情

報

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

ホ
ー

ム
レ

ス
の

参
加

者
、

子
供

、

若
者

、
あ

る
い

は
家

出
中

の
若

者

o
n
e
 s

c
h
o
o
l 
d
is

tr
ic

t 
to

 a
n
o
th

e
r 

d
u
e
 t

o
 c

h
a
n
g
e
s
 i
n
 t

h
e
 p

a
re

n
t’

s
 o

r 
p
a
re

n
t’

s
 s

p
o
u
s
e
’
s

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

元
受

刑
者

で
あ

っ
た

者

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

低
所

得
で

あ
っ

た
者

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

英
語

学
習

中
で

あ
っ

た
者

S
E

C
T

IO
N

 A
.0

7
 -

追
加

的
な

報
告

す
べ

き
特

性
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プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

基
本

的
な

ス
キ

ル
が

欠
け

て
い

る
者

/
読

み
書

き
の

レ
ベ

ル
が

低
い

者

IN
 1

 

s
p
e
a
k
 E

n
g
li
s
h
 a

t 
a
 l
e
v
e
l 
n
e
c
e
s
s
a
ry

 t
o
 f

u
n
c
ti
o
n
 o

n
 t

h
e
 j
o
b
, 
in

 t
h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
の

文
化

的
な

障
壁

 I
N

 1

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

片
親

だ
っ

た
者

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

収
入

の

絶
た

れ
た

主
婦

だ
っ

た
者

全
国

農
業

労
働

者
プ

ロ
グ

ラ
ム

エ
ン

ト
リ

ー
時

に
移

民
・
季

節
労

働
者

で
あ

っ
た

者

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

エ
ン

ト
リ

ー
し

た
日

付

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

終
了

し
た

日
付

 9
0
2

最
初

に
ケ

ー
ス

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

・
雇

用

サ
ー

ビ
ス

を
受

け
た

日
付

D
T
 8

 

S
E

C
T

IO
N

 B
 -

 ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

セ
ン

タ
ー

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

参
加

者
の

情
報
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プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

基
本

的
な

ス
キ

ル
が

欠
け

て
い

る
者

/
読

み
書

き
の

レ
ベ

ル
が

低
い

者

IN
 1

 

s
p
e
a
k
 E

n
g
li
s
h
 a

t 
a
 l
e
v
e
l 
n
e
c
e
s
s
a
ry

 t
o
 f

u
n
c
ti
o
n
 o

n
 t

h
e
 j
o
b
, 
in

 t
h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
の

文
化

的
な

障
壁

 I
N

 1

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

片
親

だ
っ

た
者

プ
ロ

グ
ラ

ム
エ

ン
ト

リ
ー

時
に

収
入

の

絶
た

れ
た

主
婦

だ
っ

た
者

全
国

農
業

労
働

者
プ

ロ
グ

ラ
ム

エ
ン

ト
リ

ー
時

に
移

民
・
季

節
労

働
者

で
あ

っ
た

者

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

エ
ン

ト
リ

ー
し

た
日

付

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

終
了

し
た

日
付

 9
0
2

最
初

に
ケ

ー
ス

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

・
雇

用

サ
ー

ビ
ス

を
受

け
た

日
付

D
T
 8

 

S
E

C
T

IO
N

 B
 -

 ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

セ
ン

タ
ー

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

参
加

者
の

情
報

成
人

失
業

者

p
e
rs

o
n
 w

h
o
—

若
者

 9
0
6

最
初

に
W

IO
A

若
者

サ
ー

ビ
ス

を
受

け
た

日
付

在
職

者
職

業
訓

練
の

受
給

者

迅
速

な
対

応

迅
速

な
対

応
(追

加
的

な
援

助
)
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成
人

教
育

in
c
re

a
s
e
s
 a

n
 i
n
d
iv

id
u
a
l’

s
 a

b
ili

ty
 t

o
-
-
-

全
国

農
業

労
働

者
プ

ロ
グ

ラ
ム

イ
ン

デ
ィ

ア
ン

・
ネ

イ
テ

ィ
ブ

ア
メ

リ
カ

ン
の

プ
ロ

グ
ラ

ム

退
役

軍
人

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

T
A

A
の

請
願

番
号

職
業

訓
練

職
業

的
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

W
a
g
n
e
r-

P
e
y
s
e
r法

に
よ

る

雇
用

サ
ー

ビ
ス
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成
人

教
育

in
c
re

a
s
e
s
 a

n
 i
n
d
iv

id
u
a
l’

s
 a

b
ili

ty
 t

o
-
-
-

全
国

農
業

労
働

者
プ

ロ
グ

ラ
ム

イ
ン

デ
ィ

ア
ン

・
ネ

イ
テ

ィ
ブ

ア
メ

リ
カ

ン
の

プ
ロ

グ
ラ

ム

退
役

軍
人

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

T
A

A
の

請
願

番
号

職
業

訓
練

職
業

的
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

W
a
g
n
e
r-

P
e
y
s
e
r法

に
よ

る

雇
用

サ
ー

ビ
ス

高
齢
者
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
サ
ー
ビ
ス

雇
用
プ
ロ
グ
ラ
ム

栄
養
補
助
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

関
す
る
雇
用
・
訓
練
サ
ー
ビ
ス

そ
の
ほ
か
W
IO
A
あ
る
い
は
非
W
IO
A

の
プ
ロ
グ
ラ
ム

終
了
し
た
そ
の
ほ
か
の
理
由

T
A
A
が
適
用
さ
れ
た
日
付

最
初
に
T
A
A
援
助
・
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
た
日
付

T
A
A
責
任
者
/
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
の
地
位

の
確
認
者
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T
A

A
適

格
が

決
定

し
た

日
付

決
定

し
て

い
る

T
A

A
の

適
格

認
定

か
ら

1
0
年

以
内

に
受

け
た

援
助

登
録

徒
弟

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム

全
国

失
業

者
助

成
金

(D
W

G
)

全
国

失
業

者
助

成
金

を
最

初
に

受

け
た

日
付

迅
速

に
対

応
し

た
E
v
e
n
t 

N
u
m

b
e
r

終
了

適
格

に
関

す
る

説
明

責
任

元
受

刑
者

の
再

統
合

(成
人

)

元
受

刑
者

の
再

統
合

(若
者

)
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T
A

A
適

格
が

決
定

し
た

日
付

決
定

し
て

い
る

T
A

A
の

適
格

認
定

か
ら

1
0
年

以
内

に
受

け
た

援
助

登
録

徒
弟

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム

全
国

失
業

者
助

成
金

(D
W

G
)

全
国

失
業

者
助

成
金

を
最

初
に

受

け
た

日
付

迅
速

に
対

応
し

た
E
v
e
n
t 

N
u
m

b
e
r

終
了

適
格

に
関

す
る

説
明

責
任

元
受

刑
者

の
再

統
合

(成
人

)

元
受

刑
者

の
再

統
合

(若
者

)

個
人

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
参

加
者

の

う
ち

障
壁

の
あ

る
者

e
d
u
c
a
ti
o
n
, 
e
m

p
lo

y
m

e
n
t,
 a

n
d
 i
n
d
e
p
e
n
d
e
n
t 

liv
in

g
. 
 3

4
 C

.F
.R

. 
§

3
0
0
.3

4
0
. 
 T

o
 b

e
 e

lig
ib

le

S
e
c
ti
o
n
 5

0
4
 P

la
n
の

障
壁

の
あ

る
者

S
e
c
ti
o
n
 5

0
4
, 
o
f 

th
e
 R

e
h
a
b
ili

ta
ti
o
n
 A

c
t,
 2

9
 U

.S
.C

. 
§

 7
9
4
, 
is

 a
 f

e
d
e
ra

l 
la

w
 t

h
a
t

th
e
 i
n
d
iv

id
u
a
l’

s
 s

p
e
c
if
ic

 n
e
e
d
s
 w

ill
 b

e
 m

e
t 

th
ro

u
g
h
 a

c
c
o
m

m
o
d
a
ti
o
n
s
, 
m

o
d
if
ic

a
ti
o
n
s

最
初

の
ベ

ー
シ

ッ
ク

キ
ャ

リ
ア

サ
ー

ビ
ス

の
日

付

 (
セ

ル
フ

サ
ー

ビ
ス

)

最
初

の
ベ

ー
シ

ッ
ク

キ
ャ

リ
ア

サ
ー

ビ
ス

の
日

付

(ス
タ

ッ
フ

の
補

助
あ

り
)

S
E

C
T

IO
N

 C
 -

 ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

と
活

動

S
E

C
T

IO
N

 C
.0

1
 -

 一
般

的
な

サ
ー

ビ
ス

全
体

に
つ

い
て
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直
近

の
ベ

ー
シ

ッ
ク

キ
ャ

リ
ア

サ
ー

ビ
ス

の
日

付

(セ
ル

フ
サ

ー
ビ

ス
)

直
近

の
ベ

ー
シ

ッ
ク

キ
ャ

リ
ア

サ
ー

ビ
ス

の
日

付

(ス
タ

ッ
フ

の
補

助
あ

り
)

直
近

の
キ

ャ
リ

ア
サ

ー
ビ

ス
の

日
付

直
近

の
ス

タ
ッ

フ
補

助
サ

ー
ビ

ス
の

日
付

(D
V

O
P
 s

p
e
c
ia

li
s
t)

退
役

軍
人

省
に

よ
る

職
業

的

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
お

よ
び

雇
用

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

参
加

し
た

日
付

直
近

の
セ

ル
フ

サ
ー

ビ
ス

情
報

に

ア
ク

セ
ス

し
た

日
付

-
本

人
の

み
で

b
y
 a

 s
ta

ff
 m

e
m

b
e
r 

o
f 

th
e
 i
n
d
iv

id
u
a
l’

s
 s

k
il
ls

, 
e
d
u
c
a
ti
o
n
, 
o
r 

c
a
re

e
r 

o
b
je

c
ti
v
e
s
.

直
近

の
セ

ル
フ

サ
ー

ビ
ス

労
働

力

情
報

サ
ー

ビ
ス

に
ア

ク
セ

ス
し

た

日
付

直
近

の
ス

タ
ッ

フ
が

補
助

す
る

キ
ャ

リ
ア

ガ
イ

ダ
ン

ス
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

た
日

付

直
近

の
ス

タ
ッ

フ
が

補
助

す
る

労
働

力
情

報
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

た

日
付

S
E

C
T

IO
N

 C
.0

2
 -

 ベ
ー

シ
ッ

ク
キ

ャ
リ

ア
サ

ー
ビ

ス
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直
近

の
ベ

ー
シ

ッ
ク

キ
ャ

リ
ア

サ
ー

ビ
ス

の
日

付

(セ
ル

フ
サ

ー
ビ

ス
)

直
近

の
ベ

ー
シ

ッ
ク

キ
ャ

リ
ア

サ
ー

ビ
ス

の
日

付

(ス
タ

ッ
フ

の
補

助
あ

り
)

直
近

の
キ

ャ
リ

ア
サ

ー
ビ

ス
の

日
付

直
近

の
ス

タ
ッ

フ
補

助
サ

ー
ビ

ス
の

日
付

(D
V

O
P
 s

p
e
c
ia

li
s
t)

退
役

軍
人

省
に

よ
る

職
業

的

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
お

よ
び

雇
用

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

参
加

し
た

日
付

直
近

の
セ

ル
フ

サ
ー

ビ
ス

情
報

に

ア
ク

セ
ス

し
た

日
付

-
本

人
の

み
で

b
y
 a

 s
ta

ff
 m

e
m

b
e
r 

o
f 

th
e
 i
n
d
iv

id
u
a
l’

s
 s

k
il
ls

, 
e
d
u
c
a
ti
o
n
, 
o
r 

c
a
re

e
r 

o
b
je

c
ti
v
e
s
.

直
近

の
セ

ル
フ

サ
ー

ビ
ス

労
働

力

情
報

サ
ー

ビ
ス

に
ア

ク
セ

ス
し

た

日
付

直
近

の
ス

タ
ッ

フ
が

補
助

す
る

キ
ャ

リ
ア

ガ
イ

ダ
ン

ス
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

た
日

付

直
近

の
ス

タ
ッ

フ
が

補
助

す
る

労
働

力
情

報
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

た

日
付

S
E

C
T

IO
N

 C
.0

2
 -

 ベ
ー

シ
ッ

ク
キ

ャ
リ

ア
サ

ー
ビ

ス

直
近

の
ス

タ
ッ

フ
が

補
助

す
る

仕
事

検
索

活
動

を
受

け
た

日
付

直
近

の
雇

用
照

会
を

受
け

た
日

付

直
近

の
連

邦
政

府
に

よ
る

訓
練

を
受

け
た

日
付

直
近

の
連

邦
政

府
が

設
置

し
た

訓
練

を
受

け
た

日
付

直
近

の
連

邦
政

府
の

仕
事

に

照
会

し
た

日
付

直
近

の
連

邦
政

府
が

請
け

負
っ

た

仕
事

に
照

会
し

た
日

付

直
近

の
連

邦
政

府
の

仕
事

に
入

職

し
た

日
付
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練

の
実

質
的

な
期

間

求
職

割
引

勘
定

直
近

四
半

期
の

求
職

割
引

-
コ

ス
ト

求
職

割
引

-
コ

ス
ト

総
計

再
配

置
割

引
の

認
定

の
日

付
(T

A
A

)

直
近

四
半

期
の

再
配

置
割

引
の

コ
ス

ト
(T

A
A

)

再
配

置
割

引
-
コ

ス
ト

総
計

(T
A

A
)

最
初

の
基

本
T
R

A
支

払
い

を
受

け
た

日
付

こ
の

四
半

期
の

週
単

位
で

の

支
払

い
-
 基

本
T
R

A

週
単

位
で

の
支

払
い

累
積

の
総

計
-

基
本

T
R

A

直
近

四
半

期
で

の
支

払
額

-

基
本

T
R

A

支
払

額
総

計
-
 基

本
T
R

A

S
E

C
T

IO
N

 C
.0

6
 -

 そ
の

ほ
か

関
連

す
る

補
助

や
サ

ポ
ー

ト
サ

ー
ビ

ス
（

成
人

向
け

）
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支
払

い
に

関
す

る
必

要
な

物
を

受
け

た
者

直
近

の
迅

速
な

対
応

サ
ー

ビ
ス

を

受
け

た
日

付

直
近

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

を
受

け
た

日
付

D
T
 8

 

教
育

訓
練

の
実

質
的

な
期

間

求
職

割
引

勘
定

直
近

四
半

期
の

求
職

割
引

-
コ

ス
ト

求
職

割
引

-
コ

ス
ト

総
計

再
配

置
割

引
の

認
定

の
日

付
(T

A
A

)

直
近

四
半

期
の

再
配

置
割

引
の

コ
ス

ト
(T

A
A

)

再
配

置
割

引
-
コ

ス
ト

総
計

(T
A

A
)

最
初

の
基

本
T
R

A
支

払
い

を
受

け
た

日
付

こ
の

四
半

期
の

週
単

位
で

の

支
払

い
-
 基

本
T
R

A

週
単

位
で

の
支

払
い

累
積

の
総

計
-

基
本

T
R

A

直
近

四
半

期
で

の
支

払
額

-

基
本

T
R

A

支
払

額
総

計
-
 基

本
T
R

A

S
E

C
T

IO
N

 C
.0

6
 -

 そ
の

ほ
か

関
連

す
る

補
助

や
サ

ポ
ー

ト
サ

ー
ビ

ス
（

成
人

向
け

）
 

最
初

の
追

加
的

T
R

A
支

払
い

を

受
け

た
日

付

こ
の

四
半

期
の

週
単

位
で

の

支
払

い
-
 追

加
的

T
R

A

週
単

位
で

の
支

払
い

類
型

の
総

額
-

追
加

的
T
R

A

こ
の

四
半

期
の

支
払

額

 -
追

加
的

T
R

A

支
払

総
額

-
 追

加
的

T
R

A

最
初

に
救

済
的

/
必

要
条

件
の

T
R

A

支
払

い
を

受
け

た
日

付

こ
の

四
半

期
の

週
単

位
で

の
支

払

い
-
救

済
的

/
必

要
条

件
T
R

A

“
0
”
 i
f 

th
is

 d
a
ta

 e
le

m
e
n
t 

d
o
e
s
 n

o
t 

a
p
p
ly

 t
o
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t

週
単

位
で

の
支

払
い

類
型

の
総

額
-

救
済

的
/
必

要
条

件
T
R

A

“
0
”
 i
f 

th
is

 d
a
ta

 e
le

m
e
n
t 

d
o
e
s
 n

o
t 

a
p
p
ly

 t
o
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t.

こ
の

四
半

期
の

支
払

額

-
 救

済
的

/
必

要
条

件
T
R

A

“
0
”
 i
f 

th
is

 d
a
ta

 e
le

m
e
n
t 

d
o
e
s
 n

o
t 

a
p
p
ly

 t
o
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t

支
払

総
額

-
 救

済
的

/
必

要
条

件
T
R

A

最
初

の
完

成
T
R

A
支

払
い

を

受
け

た
日

付

こ
の

四
半

期
の

週
単

位
で

の

支
払

い
-
 完

了
T
R

A

週
単

位
で

の
支

払
い

類
型

の
総

額
-

完
成

T
R

A

こ
の

四
半

期
の

支
払

額

-
 完

成
T
R

A

支
払

総
額

-
 完

成
T
R

A

T
R

A
の

過
払

い

T
R

A
の

過
払

い
の

額
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T
R

A
の

過
払

い
の

権
利

放
棄

is
s
u
e
d
 a

n
d
 t

o
 c

o
n
ti
n
u
e
 t

h
ro

u
g
h
 l
a
s
t 

q
u
a
rt

e
r 

o
f 

re
p
o
rt

in
g
 “

0
”
 i
f 

th
is

 d
a
ta

 e
le

m
e
n
t

最
初

の
A

/
R

T
A

A
支

払
い

を
受

け
た

日
付

直
近

の
四

半
期

に
A

/
R

T
A

A
支

払
い

を
受

け
た

回
数

“
0
”
 i
f 

th
is

 d
a
ta

 e
le

m
e
n
t 

d
o
e
s
 n

o
t 

a
p
p
ly

 t
o
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t

直
近

四
半

期
の

A
/
R

T
A

A
支

払
い

A
/
R

T
A

A
支

払
い

の
総

計
回

数

支
払

総
額

-
 A

/
R

T
A

A

支
払

い
の

頻
度

A
/
R

T
A

A
援

助
が

届
い

た
最

高
額

直
近

四
半

期
の

A
/
R

T
A

A
過

払
い

A
/
R

T
A

A
過

払
い

の
額

A
/
R

T
A

A
過

払
い

の
権

利
放

棄

終
了

後
第

１
四

半
期

の
雇

用

終
了

後
第

１
四

半
期

の
雇

用
適

合

の
タ

イ
プ

S
E

C
T

IO
N

 D
 -

 プ
ロ

グ
ラ

ム
の

成
果

に
関

す
る

情
報

S
E

C
T

IO
N

 D
.0

1
 -

 雇
用

と
仕

事
の

維
持

に
関

す
る

デ
ー

タ
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T
R

A
の

過
払

い
の

権
利

放
棄

is
s
u
e
d
 a

n
d
 t

o
 c

o
n
ti
n
u
e
 t

h
ro

u
g
h
 l
a
s
t 

q
u
a
rt

e
r 

o
f 

re
p
o
rt

in
g
 “

0
”
 i
f 

th
is

 d
a
ta

 e
le

m
e
n
t

最
初

の
A

/
R

T
A

A
支

払
い

を
受

け
た

日
付

直
近

の
四

半
期

に
A

/
R

T
A

A
支

払
い

を
受

け
た

回
数

“
0
”
 i
f 

th
is

 d
a
ta

 e
le

m
e
n
t 

d
o
e
s
 n

o
t 

a
p
p
ly

 t
o
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t

直
近

四
半

期
の

A
/
R

T
A

A
支

払
い

A
/
R

T
A

A
支

払
い

の
総

計
回

数

支
払

総
額

-
 A

/
R

T
A

A

支
払

い
の

頻
度

A
/
R

T
A

A
援

助
が

届
い

た
最

高
額

直
近

四
半

期
の

A
/
R

T
A

A
過

払
い

A
/
R

T
A

A
過

払
い

の
額

A
/
R

T
A

A
過

払
い

の
権

利
放

棄

終
了

後
第

１
四

半
期

の
雇

用

終
了

後
第

１
四

半
期

の
雇

用
適

合

の
タ

イ
プ

S
E

C
T

IO
N

 D
 -

 プ
ロ

グ
ラ

ム
の

成
果

に
関

す
る

情
報

S
E

C
T

IO
N

 D
.0

1
 -

 雇
用

と
仕

事
の

維
持

に
関

す
る

デ
ー

タ

終
了
後
第
２
四
半
期
の
雇
用

終
了
後
第
２
四
半
期
の
雇
用
適
合

の
タ
イ
プ

終
了
後
第
３
四
半
期
の
雇
用

終
了
後
第
３
四
半
期
の
雇
用
適
合

の
タ
イ
プ

終
了
後
第
４
四
半
期
の
雇
用
適
合

の
タ
イ
プ

教
育
訓
練
に
関
す
る
雇
用

(終
了
後
第
2
四
半
期
)

レ
イ
オ
フ
し
た
雇
用
主
か
ら
の

呼
び
戻
し
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職
業

コ
ー

ド

(可
能

な
ら

ば
)

非
伝

統
的

雇
用

に
就

い
た

者

終
了

後
第

2
四

半
期

の
職

業
コ

ー
ド

(可
能

な
ら

ば
)

終
了

後
第

4
四

半
期

の
職

業
コ

ー
ド

(可
能

な
ら

ば
)

終
了

後
第

1
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

2
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

3
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

4
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

2
・
第

4
四

半
期

に
同

じ
雇

用
主

の
下

で
雇

用
を

維
持

し
て

い
た

者

 I
N

 1
R

e
c
o
rd

 1
 i
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 e

m
p
lo

y
e
r 

in
 t

h
e
 s

e
c
o
n
d
 q

u
a
rt

e
r 

a
ls

o
 m

a
tc

h
e
s
 t

h
e
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職
業

コ
ー

ド

(可
能

な
ら

ば
)

非
伝

統
的

雇
用

に
就

い
た

者

終
了

後
第

2
四

半
期

の
職

業
コ

ー
ド

(可
能

な
ら

ば
)

終
了

後
第

4
四

半
期

の
職

業
コ

ー
ド

(可
能

な
ら

ば
)

終
了

後
第

1
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

2
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

3
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

4
四

半
期

の
産

業
コ

ー
ド

終
了

後
第

2
・
第

4
四

半
期

に
同

じ
雇

用
主

の
下

で
雇

用
を

維
持

し
て

い
た

者

 I
N

 1
R

e
c
o
rd

 1
 i
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 e

m
p
lo

y
e
r 

in
 t

h
e
 s

e
c
o
n
d
 q

u
a
rt

e
r 

a
ls

o
 m

a
tc

h
e
s
 t

h
e

参
加

前
3
四

半
期

の
賃

金

参
加

前
2
四

半
期

の
賃

金

参
加

前
1
四

半
期

の
賃

金

終
了

後
第

1
四

半
期

の
賃

金

終
了

後
第

2
四

半
期

の
賃

金

終
了

後
第

3
四

半
期

の
賃

金

終
了

後
第

4
四

半
期

の
賃

金

認
定

さ
れ

た
資

格
の

タ
イ

プ

m
a
s
te

rs
’
 d

e
g
re

e
 a

tt
a
in

e
d
 b

y
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t 

w
h
o
 r

e
c
e
iv

e
d
 e

d
u
c
a
ti
o
n
 o

r 
tr

a
in

in
g

資
格

認
定

を
達

成
し

た
日

付

認
定

さ
れ

た
資

格
の

タ
イ

プ
#
2

m
a
s
te

rs
’
 d

e
g
re

e
 a

tt
a
in

e
d
 b

y
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t 

w
h
o
 r

e
c
e
iv

e
d
 e

d
u
c
a
ti
o
n
 o

r 
tr

a
in

in
g

資
格

認
定

を
達

成
し

た
日

付
#
2

S
E

C
T

IO
N

 D
.0

2
 -

 賃
金

記
録

の
デ

ー
タ

S
E

C
T

IO
N

 D
.0

3
 -

 教
育

と
資

格
に

関
す

る
デ

ー
タ
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認
定

さ
れ

た
資

格
の

タ
イ

プ
#
3

m
a
s
te

rs
’
 d

e
g
re

e
 a

tt
a
in

e
d
 b

y
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t 

w
h
o
 r

e
c
e
iv

e
d
 e

d
u
c
a
ti
o
n
 o

r 
tr

a
in

in
g

資
格

認
定

を
達

成
し

た
日

付
#
3

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
の

日
付

: 
教

育
機

能
レ

ベ
ル

（
E
F
L
)

D
T
 8

 

ed
uc

at
io

n 
le

ve
l a

ch
ie

ve
d 

at
 le

as
t o

ne
 E

FL
.  

EF
L 

 g
ai

n 
m

ay
 b

e
do

cu
m

en
te

d 
in

 o
ne

 o
f t

hr
ee

 w
ay

s:
 1

) b
y 

co
m

pa
ri

ng
 a

 p
ar

ti
ci

pa
nt

’s
  i

ni
ti

al
 E

FL
 a

s
m

ea
su

re
d 

by
 a

 p
re

-t
es

t w
it

h 
th

e 
pa

rt
ic

ip
an

t’s
 E

FL
 a

s 
m

ea
su

re
d 

by
 a

 p
ar

ti
ci

pa
nt

’
s 

po
st

-t
es

t; 
or

 2
) f

or
 S

ta
te

s 
th

at
 o

ff
er

 s
ec

on
da

ry
 s

ch
oo

l p
ro

gr
am

s 
th

at
 le

ad
 to

 a
se

co
nd

ar
y 

sc
ho

ol
 d

ip
lo

m
a 

or
 it

s 
re

co
gn

iz
ed

 e
qu

iv
al

en
t, 

an
 E

FL
 g

ai
n 

m
ay

 b
e

m
ea

su
re

d 
th

ro
ug

h 
th

e 
aw

ar
di

ng
 o

f c
re

di
ts

 o
r C

ar
ne

gi
e 

un
it

s:
 o

r 3
) S

ta
te

s 
m

ay
re

po
rt

 a
n 

EF
L 

ga
in

 fo
r p

ar
ti

ci
pa

nt
s 

w
ho

 e
xi

t t
he

 p
ro

gr
am

 a
nd

 e
nr

ol
l i

n
po

st
se

co
nd

ar
y 

ed
uc

at
io

n 
or

 tr
ai

ni
ng

 d
ur

in
g 

th
e 

pr
og

ra
m

 y
ea

r.

Le
av

e 
bl

an
k 

if
 th

is
 d

at
a 

el
em

en
t d

oe
s 

no
t a

pp
ly

 to
 th

e 
pa

rt
ic

ip
an

t.
直

近
の

測
定

で
き

る
ス

キ
ル

獲
得

の

日
付

: 
中

等
後

教
育

の
成

績
証

明
書

/
報

告
カ

ー
ド

(W
IO

A
)

R
e
c
o
rd

 t
h
e
 m

o
s
t 

re
c
e
n
t 

d
a
te

 o
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 t

ra
n
s
c
ri
p
t 

o
r 

re
p
o
rt

 c
a
rd

 f
o
r

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
:

中
等

後
教

育
の

成
績

証
明

書
/
報

告

カ
ー

ド

R
e
c
o
rd

 t
h
e
 m

o
s
t 

re
c
e
n
t 

d
a
te

 o
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 t

ra
n
s
c
ri
p
t 

o
r 

re
p
o
rt

 c
a
rd

 f
o
r

S
ta

te
 u

n
it
’
s
 a

c
a
d
e
m

ic
 s

ta
n
d
a
rd

s
.

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
の

日
付

:教
育

訓
練

マ
イ

ル
ス

ト
ー

ン

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
の

日
付

: 
ス

キ
ル

向
上

プ
ロ

グ
ラ

ム
参

加
中

に
中

等
後

教
育

の
認

定
あ

る
い

は
雇

用
の

た
め

の
教

育
訓

練
プ

ロ
グ

ラ
ム

に

入
学

し
た

日
付
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認
定

さ
れ

た
資

格
の

タ
イ

プ
#
3

m
a
s
te

rs
’
 d

e
g
re

e
 a

tt
a
in

e
d
 b

y
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t 

w
h
o
 r

e
c
e
iv

e
d
 e

d
u
c
a
ti
o
n
 o

r 
tr

a
in

in
g

資
格

認
定

を
達

成
し

た
日

付
#
3

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
の

日
付

: 
教

育
機

能
レ

ベ
ル

（
E
F
L
)

D
T
 8

 

ed
uc

at
io

n 
le

ve
l a

ch
ie

ve
d 

at
 le

as
t o

ne
 E

FL
.  

EF
L 

 g
ai

n 
m

ay
 b

e
do

cu
m

en
te

d 
in

 o
ne

 o
f t

hr
ee

 w
ay

s:
 1

) b
y 

co
m

pa
ri

ng
 a

 p
ar

ti
ci

pa
nt

’s
  i

ni
ti

al
 E

FL
 a

s
m

ea
su

re
d 

by
 a

 p
re

-t
es

t w
it

h 
th

e 
pa

rt
ic

ip
an

t’s
 E

FL
 a

s 
m

ea
su

re
d 

by
 a

 p
ar

ti
ci

pa
nt

’
s 

po
st

-t
es

t; 
or

 2
) f

or
 S

ta
te

s 
th

at
 o

ff
er

 s
ec

on
da

ry
 s

ch
oo

l p
ro

gr
am

s 
th

at
 le

ad
 to

 a
se

co
nd

ar
y 

sc
ho

ol
 d

ip
lo

m
a 

or
 it

s 
re

co
gn

iz
ed

 e
qu

iv
al

en
t, 

an
 E

FL
 g

ai
n 

m
ay

 b
e

m
ea

su
re

d 
th

ro
ug

h 
th

e 
aw

ar
di

ng
 o

f c
re

di
ts

 o
r C

ar
ne

gi
e 

un
it

s:
 o

r 3
) S

ta
te

s 
m

ay
re

po
rt

 a
n 

EF
L 

ga
in

 fo
r p

ar
ti

ci
pa

nt
s 

w
ho

 e
xi

t t
he

 p
ro

gr
am

 a
nd

 e
nr

ol
l i

n
po

st
se

co
nd

ar
y 

ed
uc

at
io

n 
or

 tr
ai

ni
ng

 d
ur

in
g 

th
e 

pr
og

ra
m

 y
ea

r.

Le
av

e 
bl

an
k 

if
 th

is
 d

at
a 

el
em

en
t d

oe
s 

no
t a

pp
ly

 to
 th

e 
pa

rt
ic

ip
an

t.
直

近
の

測
定

で
き

る
ス

キ
ル

獲
得

の

日
付

: 
中

等
後

教
育

の
成

績
証

明
書

/
報

告
カ

ー
ド

(W
IO

A
)

R
e
c
o
rd

 t
h
e
 m

o
s
t 

re
c
e
n
t 

d
a
te

 o
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 t

ra
n
s
c
ri
p
t 

o
r 

re
p
o
rt

 c
a
rd

 f
o
r

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
:

中
等

後
教

育
の

成
績

証
明

書
/
報

告

カ
ー

ド

R
e
c
o
rd

 t
h
e
 m

o
s
t 

re
c
e
n
t 

d
a
te

 o
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 t

ra
n
s
c
ri
p
t 

o
r 

re
p
o
rt

 c
a
rd

 f
o
r

S
ta

te
 u

n
it
’
s
 a

c
a
d
e
m

ic
 s

ta
n
d
a
rd

s
.

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
の

日
付

:教
育

訓
練

マ
イ

ル
ス

ト
ー

ン

直
近

の
測

定
で

き
る

ス
キ

ル
獲

得
の

日
付

: 
ス

キ
ル

向
上

プ
ロ

グ
ラ

ム
参

加
中

に
中

等
後

教
育

の
認

定
あ

る
い

は
雇

用
の

た
め

の
教

育
訓

練
プ

ロ
グ

ラ
ム

に

入
学

し
た

日
付

卒
業

し
た

学
校

の
地

位

若
者

の
第

2
四

半
期

の
配

置

若
者

の
第

4
四

半
期

の
配

置
 I
N

 1

評
価

の
カ

テ
ゴ

リ
ー

IN
 1

プ
レ

テ
ス

ト
の

ス
コ

ア
の

日
付

プ
レ

テ
ス

ト
の

ス
コ

ア

S
E

C
T

IO
N

 D
.0

4
 -

 追
加

的
な

若
年

層
の

成
果

に
関

す
る

デ
ー

タ
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プ
レ

テ
ス

ト
の

教
育

機
能

レ
ベ

ル

直
近

の
プ

レ
テ

ス
ト

ス
コ

ア
の

日
付

事
後

テ
ス

ト
の

ス
コ

ア

事
後

テ
ス

ト
の

教
育

機
能

レ
ベ

ル

D
W

G
サ

ー
ビ

ス
完

了
の

日
付

D
W

G
サ

ー
ビ

ス
の

完
了

に
お

い
て

雇
用

さ
れ

て
い

た
者

D
W

G
助

成
金

番
号

大
災

害
復

興
時

の
失

業
者

助
成

金

を
受

け
て

い
る

者

S
E

C
T

IO
N

 E
 -

 新
し

い
デ

ー
タ

要
素

（
デ

ー
タ

要
素

は
下

記
の

各
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
特

有
な

も
の

）

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

1
 -

 失
業

者
へ

の
助

成
金
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プ
レ

テ
ス

ト
の

教
育

機
能

レ
ベ

ル

直
近

の
プ

レ
テ

ス
ト

ス
コ

ア
の

日
付

事
後

テ
ス

ト
の

ス
コ

ア

事
後

テ
ス

ト
の

教
育

機
能

レ
ベ

ル

D
W

G
サ

ー
ビ

ス
完

了
の

日
付

D
W

G
サ

ー
ビ

ス
の

完
了

に
お

い
て

雇
用

さ
れ

て
い

た
者

D
W

G
助

成
金

番
号

大
災

害
復

興
時

の
失

業
者

助
成

金

を
受

け
て

い
る

者

S
E

C
T

IO
N

 E
 -

 新
し

い
デ

ー
タ

要
素

（
デ

ー
タ

要
素

は
下

記
の

各
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
特

有
な

も
の

）

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

1
 -

 失
業

者
へ

の
助

成
金

 2
1
0
1

不
完

全
雇

用
の

労
働

者

w
it
h
 t

h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 l
o
s
s
 o

f 
p
e
rm

a
n
e
n
t 

e
m

p
lo

y
m

e
n
t.

 2
1
0
2

前
の

四
半

期
に

受
け

た

ケ
ー

ス
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
サ

ー
ビ

ス

直
近

に
受

け
た

評
価

サ
ー

ビ
ス

の

日
付

前
の

四
半

期
に

受
け

た

評
価

サ
ー

ビ
ス

2
1
0
5
 

前
の

四
半

期
に

受
け

た

援
助

サ
ー

ビ
ス

 2
1
0
6

直
近

の
特

別
な

参
加

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

た
日

付

 2
1
0
7

前
の

四
半

期
に

受
け

た

特
別

サ
ー

ビ
ス

 2
1
0
8

前
の

四
半

期
の

職
業

体
験

へ
の

参
加

 2
1
0
9

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
最

優
先

の

タ
イ

プ
#
1

 2
1
1
0

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

二
の

タ
イ

プ
 #

1

2
1
1
1
 

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

三
の

タ
イ

プ
 #

1
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 2
1
1
2

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
最

優
先

の

タ
イ

プ
 #

2

 2
1
1
3

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

二
の

タ
イ

プ
#
2

2
1
1
4
 

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

三
の

タ
イ

プ
 #

2

 2
1
1
5

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
最

優
先

の

タ
イ

プ
 #

3

 2
1
1
6

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

三
の

タ
イ

プ
#
3

 2
1
1
7

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

三
の

タ
イ

プ
 #

3

 2
1
1
8

雇
用

に
就

い
た

日
付

(失
業

者
助

成
金

)
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 2
1
1
2

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
最

優
先

の

タ
イ

プ
 #

2

 2
1
1
3

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

二
の

タ
イ

プ
#
2

2
1
1
4
 

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

三
の

タ
イ

プ
 #

2

 2
1
1
5

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
最

優
先

の

タ
イ

プ
 #

3

 2
1
1
6

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

三
の

タ
イ

プ
#
3

 2
1
1
7

教
育

訓
練

活
動

の
た

め
の

教
育

訓
練

サ
ー

ビ
ス

の
第

三
の

タ
イ

プ
 #

3

 2
1
1
8

雇
用

に
就

い
た

日
付

(失
業

者
助

成
金

)

 2
1
1
9

現
在
の
地
位
を
維
持
し
て
い
る

在
職
者

 2
1
2
0

教
育
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
完
了
後

第
１
四
半
期
に
新
し
い
地
位
を

獲
得
し
た
在
職
者

2
1
2
1
 

完
了
後
第
2
四
半
期
に
現
在
の
地
位

を
維
持
し
て
い
る
在
職
者

 2
1
2
2

教
育
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
完
了
後

第
2
四
半
期
に
新
し
い
地
位
を

獲
得
し
た
在
職
者

 2
1
2
3

完
了
後
第
3
四
半
期
に
現
在
の
地
位

を
維
持
し
て
い
る
在
職
者

 2
1
2
4

教
育
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
完
了
後

第
3
四
半
期
に
新
し
い
地
位
を

獲
得
し
た
在
職
者
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雇
用

に
就

い
た

者
：
失

業
者

保
険

で

カ
バ

ー
さ

れ
た

仕
事

 2
2
0
1

雇
用

に
就

い
た

者
: 
就

い
た

仕
事

の

州
の

F
IP

S
コ

ー
ド

 2
2
0
2

雇
用

に
就

い
た

者
: 
利

用
で

き
る

/
受

け
取

っ
た

福
利

厚
生

w
o
rk

e
r’

s
 c

o
m

p
e
n
s
a
ti
o
n
),
 i
n
c
lu

d
in

g
 h

e
a
lt
h
 i
n
s
u
ra

n
c
e
 b

e
n
e
fi
ts

, 
h
o
li
d
a
y
 o

r 
v
a
c
a
ti
o
n

 2
2
0
3

雇
用

に
就

い
た

者
：
そ

こ
で

の
時

給

雇
用

に
就

い
た

者

：
週

あ
た

り
の

労
働

時
間

 2
2
0
5

雇
用

に
就

い
た

者
：
自

営
業

2
2
0
6
 

雇
用

に
就

い
た

者
：
軍

隊
へ

の
入

隊

 2
2
0
7

仕
事

に
就

い
た

者
：
事

前
徒

弟
訓

練

あ
る

い
は

登
録

徒
弟

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム

 2
2
0
8

終
了

の
カ

テ
ゴ

リ
ー

N
O

T
E
: 
F
o
r 

c
o
d
e
 v

a
lu

e
 2

, 
p
a
rt

ic
ip

a
n
ts

 a
re

 c
o
n
s
id

e
re

d
, 
a
 “

re
p
o
rt

a
b
le

 p
a
rt

ic
ip

a
n
t”

 a
n
d

v
a
lu

e
 3

, 
p
a
rt

ic
ip

a
n
ts

 a
re

 c
o
n
s
id

e
re

d
 a

 “
p
a
rt

ic
ip

a
n
t”

 a
n
d
 i
n
c
lu

d
e
d
 i
n
 p

e
rf

o
rm

a
n
c
e

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

3
 -

 全
国

農
業

労
働

者
職

業
プ

ロ
グ

ラ
ム

 (
N

F
J

P
)
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雇
用

に
就

い
た

者
：
失

業
者

保
険

で

カ
バ

ー
さ

れ
た

仕
事

 2
2
0
1

雇
用

に
就

い
た

者
: 
就

い
た

仕
事

の

州
の

F
IP

S
コ

ー
ド

 2
2
0
2

雇
用

に
就

い
た

者
: 
利

用
で

き
る

/
受

け
取

っ
た

福
利

厚
生

w
o
rk

e
r’

s
 c

o
m

p
e
n
s
a
ti
o
n
),
 i
n
c
lu

d
in

g
 h

e
a
lt
h
 i
n
s
u
ra

n
c
e
 b

e
n
e
fi
ts

, 
h
o
li
d
a
y
 o

r 
v
a
c
a
ti
o
n

 2
2
0
3

雇
用

に
就

い
た

者
：
そ

こ
で

の
時

給

雇
用

に
就

い
た

者

：
週

あ
た

り
の

労
働

時
間

 2
2
0
5

雇
用

に
就

い
た

者
：
自

営
業

2
2
0
6
 

雇
用

に
就

い
た

者
：
軍

隊
へ

の
入

隊

 2
2
0
7

仕
事

に
就

い
た

者
：
事

前
徒

弟
訓

練

あ
る

い
は

登
録

徒
弟

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム

 2
2
0
8

終
了

の
カ

テ
ゴ

リ
ー

N
O

T
E
: 
F
o
r 

c
o
d
e
 v

a
lu

e
 2

, 
p
a
rt

ic
ip

a
n
ts

 a
re

 c
o
n
s
id

e
re

d
, 
a
 “

re
p
o
rt

a
b
le

 p
a
rt

ic
ip

a
n
t”

 a
n
d

v
a
lu

e
 3

, 
p
a
rt

ic
ip

a
n
ts

 a
re

 c
o
n
s
id

e
re

d
 a

 “
p
a
rt

ic
ip

a
n
t”

 a
n
d
 i
n
c
lu

d
e
d
 i
n
 p

e
rf

o
rm

a
n
c
e

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

3
 -

 全
国

農
業

労
働

者
職

業
プ

ロ
グ

ラ
ム

 (
N

F
J

P
)

関
係

す
る

援
助

: 
移

動

2
2
1
0
 

関
連

す
る

援
助

・
医

療

2
2
1
1
 

家
族

の
ケ

ア
(子

供
の

ケ
ア

を
含

む
)

 2
2
1
2

関
連

す
る

援
助

:

 住
居

援
助

サ
ー

ビ
ス

 2
2
1
3

関
連

す
る

援
助

: 
食

事
の

援
助

 2
2
1
4

関
連

す
る

援
助

:

通
訳

・
翻

訳
サ

ー
ビ

ス

 2
2
1
5

関
連

す
る

援
助

:

ス
タ

ッ
フ

に
よ

る
援

助

 2
2
1
6

労
働

者
安

全
訓

練
を

受
け

た
者

 2
2
1
7

1
6
7
助

成
金

に
よ

る
職

業
体

験

 2
2
1
8

1
6
7
助

成
金

に
よ

る
O

n
-
th

e
-
jo

b

 2
2
1
9

1
6
7
助

成
金

に
よ

る
統

合
さ

れ
た

基
本

/
職

業
的

ス
キ

ル
の

教
育

訓
練

 2
2
2
0

1
6
7
助

成
金

に
よ

る
職

業
的

ス
キ

ル

に
関

す
る

教
育

訓
練

(O
J
T
で

は
な

い
)

 2
2
2
1

1
6
7
助

成
金

に
よ

る
基

本
ス

キ
ル

の

教
育

訓
練
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 2
2
2
2

移
動

手
段

の
欠

如

 2
2
2
3

長
期

間
の

農
業

雇
用

 2
2
2
4

明
確

な
職

業
履

歴
の

欠
如

 2
2
2
5

申
し

込
み

の
日

の
前

6
か

月
の

間
に

6
か

月
の

事
前

プ
ロ

グ
ラ

ム
か

ら
の

収
入

 2
2
2
6

適
格

認
定

の
時

期
か

ら
1
2
か

月
の

間
の

事
前

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

収
入

 2
2
2
7

1
8
歳

未
完

の
扶

養
家

族
の

数

 2
2
3
0

住
宅

・
都

市
開

発
省

の
E
&
T

プ
ロ

グ
ラ

ム
へ

の
最

近
の

参
加

 2
2
3
1

適
格

認
定

の
日

付

家
族

の
地

位
: 
N

F
J
P

N
F
J
P
助

成
金

の
開

始

 2
3
0
1

B
e
a
rT

ra
c
k
s
 S

o
ft

w
a
re

の
最

近
の

バ
ー

ジ
ョ

ン

 2
3
0
2

部
族

へ
の

所
属

R
e
c
o
rd

 t
h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 t

ri
b
a
l 
a
ff

ili
a
ti
o
n
.

 2
3
0
3

公
的

扶
助

の
受

給

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

4
 -

 イ
ン

デ
ィ

ア
ン

と
ネ

イ
テ

ィ
ブ

ア
メ

リ
カ

ン
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
 (

IN
A

)
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 2
2
2
2

移
動

手
段

の
欠

如

 2
2
2
3

長
期

間
の

農
業

雇
用

 2
2
2
4

明
確

な
職

業
履

歴
の

欠
如

 2
2
2
5

申
し

込
み

の
日

の
前

6
か

月
の

間
に

6
か

月
の

事
前

プ
ロ

グ
ラ

ム
か

ら
の

収
入

 2
2
2
6

適
格

認
定

の
時

期
か

ら
1
2
か

月
の

間
の

事
前

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

収
入

 2
2
2
7

1
8
歳

未
完

の
扶

養
家

族
の

数

 2
2
3
0

住
宅

・
都

市
開

発
省

の
E
&
T

プ
ロ

グ
ラ

ム
へ

の
最

近
の

参
加

 2
2
3
1

適
格

認
定

の
日

付

家
族

の
地

位
: 
N

F
J
P

N
F
J
P
助

成
金

の
開

始

 2
3
0
1

B
e
a
rT

ra
c
k
s
 S

o
ft

w
a
re

の
最

近
の

バ
ー

ジ
ョ

ン

 2
3
0
2

部
族

へ
の

所
属

R
e
c
o
rd

 t
h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 t

ri
b
a
l 
a
ff

ili
a
ti
o
n
.

 2
3
0
3

公
的

扶
助

の
受

給

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

4
 -

 イ
ン

デ
ィ

ア
ン

と
ネ

イ
テ

ィ
ブ

ア
メ

リ
カ

ン
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
 (

IN
A

)

2
4
0
0
 

仕
事

の
免

除
プ

ロ
グ

ラ
ム

 2
4
0
1

収
監

の
際

の
雇

用
形

態

 2
4
0
2

市
民

権
の

地
位

 2
4
0
3

権
利

を
与

え
ら

れ
た

仕
事

 2
4
0
4

開
始

時
の

ア
ル

コ
ー

ル

/
ド

ラ
ッ

グ
乱

用

 2
4
0
5

明
ら

か
な

健
康

問
題

 2
4
0
7

収
監

か
ら

解
放

さ
れ

た
後

の

医
療

給
付

 2
4
0
8

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
の

取
り

扱
い

 2
4
0
9

開
始

時
の

子
供

の
援

助
義

務

 2
4
1
0

開
始

時
の

子
供

の
援

助
義

務
の

量

 2
4
1
1

収
監

前
の

医
療

給
付

の
タ

イ
プ

 2
4
1
2

刑
事

司
法

制
度

の
鑑

定
者

*
 2

4
1
3

プ
ロ

グ
ラ

ム
開

始
時

の
収

監

釈
放

さ
れ

た
日

付

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

5
 -

 元
受

刑
者

の
再

統
合

（
成

人
）
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予
想

さ
れ

る
釈

放
の

日
付

釈
放

後
の

地
位

R
e
c
o
rd

 4
 i
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 p

o
s
t-

re
le

a
s
e
 s

ta
tu

s
 i
s
 w

it
h
o
u
t 

c
o
n
d
it
io

n
s

直
近

の
犯

罪
の

タ
イ

プ

収
監

さ
れ

て
い

た
施

設
と

P
R

I

(R
E
x
O

)の
場

所
と

の
距

離
2
 =

 2
1
 –

 1
5
0
 m

il
e
s

前
科

釈
放

前
の

サ
ー

ビ
ス

釈
放

の
状

況

プ
ロ

グ
ラ

ム
開

始
か

ら
6
か

月
後

の

住
居

の
状

態
2
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

6
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

開
始

時
の

住
居

の
状

態

2
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

6
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

開
始

後
6
か

月
後

の
ア

ル
コ

ー
ル

/
ド

ラ
ッ

グ
乱

用

個
人

能
力

開
発

プ
ラ

ン
(I
D

P
) 

の

目
標

タ
イ

プ

職
業

的
/
仕

事
上

の
ス

キ
ル

に

関
す

る
訓

練
の

期
待

さ
れ

る
期

間
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予
想

さ
れ

る
釈

放
の

日
付

釈
放

後
の

地
位

R
e
c
o
rd

 4
 i
f 

th
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 p

o
s
t-

re
le

a
s
e
 s

ta
tu

s
 i
s
 w

it
h
o
u
t 

c
o
n
d
it
io

n
s

直
近

の
犯

罪
の

タ
イ

プ

収
監

さ
れ

て
い

た
施

設
と

P
R

I

(R
E
x
O

)の
場

所
と

の
距

離
2
 =

 2
1
 –

 1
5
0
 m

il
e
s

前
科

釈
放

前
の

サ
ー

ビ
ス

釈
放

の
状

況

プ
ロ

グ
ラ

ム
開

始
か

ら
6
か

月
後

の

住
居

の
状

態
2
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

6
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

開
始

時
の

住
居

の
状

態

2
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

6
 =

 S
ta

y
in

g
 a

t 
s
o
m

e
o
n
e
’
s
 a

p
a
rt

m
e
n
t,
 r

o
o
m

開
始

後
6
か

月
後

の
ア

ル
コ

ー
ル

/
ド

ラ
ッ

グ
乱

用

個
人

能
力

開
発

プ
ラ

ン
(I
D

P
) 

の

目
標

タ
イ

プ

職
業

的
/
仕

事
上

の
ス

キ
ル

に

関
す

る
訓

練
の

期
待

さ
れ

る
期

間

職
業

的
/
仕

事
上

の
ス

キ
ル

に

関
す

る
訓

練
の

期
待

さ
れ

る
コ

ス
ト

雇
用

に
就

い
た

際
の

時
給

最
初

の
1
週

間
の

労
働

時
間

中
等

後
教

育
に

入
学

し
た

日
付

釈
放

か
ら

1
2
か

月
以

内
の

新
し

い
犯

罪
に

よ
る

再
逮

捕

前
科

に
よ

る
再

逮
捕

処
罰

条
件

の
違

反
に

伴
う

再
投

獄

仮
釈

放
あ

る
い

は
保

護
観

察
命

令

の
取

り
消

し

再
逮

捕
さ

れ
て

い
な

い
者

新
し

い
犯

罪
/
前

科
に

よ
る

逮
捕

の

日
付

新
し

い
犯

罪
/
前

科
に

よ
る

有
罪

判
決

再
収

監
の

日
付

起
訴

事
実

棄
却

の
日

付

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
の

日
付

契
約

の
形

態

成
功

し
た

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
時

の
時

給

2
5
0
0
 

逮
捕

時
の

中
等

教
育

入
学

資
格

 2
5
0
1

プ
ロ

グ
ラ

ム
参

加
時

の
中

等
後

教
育

入
学

資
格

S
E

C
T

IO
N

 E
.0

6
 -

元
受

刑
者

の
再

統
合

（
若

年
）
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 2
5
0
2

開
始
時
の
若
年
犯
罪
者
資
格

 2
5
0
3

更
生
施
設
あ
る
い
は
保
護
観
察
か
ら

の
釈
放
の
日
付

 2
5
0
5

検
証
さ
れ
た
選
択
的
サ
ー
ビ
ス
の

登
録
の
日
付

 2
5
0
6

有
権
者
登
録

 2
5
0
7

運
転
免
許

 2
5
0
8

サ
ー
ビ
ス
コ
ー
ド
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 2
5
0
2

開
始
時
の
若
年
犯
罪
者
資
格

 2
5
0
3

更
生
施
設
あ
る
い
は
保
護
観
察
か
ら

の
釈
放
の
日
付

 2
5
0
5

検
証
さ
れ
た
選
択
的
サ
ー
ビ
ス
の

登
録
の
日
付

 2
5
0
6

有
権
者
登
録

 2
5
0
7

運
転
免
許

 2
5
0
8

サ
ー
ビ
ス
コ
ー
ド

 2
5
0
9

サ
ー

ビ
ス

の
最

初
の

日
付

 2
5
1
0

修
了

し
た

自
宅

以
外

の
場

所
で

の

気
晴

ら
し

 2
5
1
1

記
録

の
抹

消

 2
5
1
2

記
録

の
封

印

 2
5
1
3

職
業

訓
練

の
1
週

間
当

た
り

の

時
間

数

 2
5
1
4

6
か

月
以

上
の

メ
ン

タ
リ

ン
グ

を
受

け

た
か

 2
5
1
5

助
成

金
の

対
象

で
は

な
い

仕
事

に

最
初

に
就

い
た

日
付

 2
5
1
6

中
等

後
教

育
あ

る
い

は
訓

練
の

斡

旋
の

日
付

 2
5
1
7

フ
ル

タ
イ

ム
あ

る
い

は
パ

ー
ト

タ
イ

ム

で
受

け
て

い
る

教
育

 2
5
1
8

教
育

を
受

け
た

最
後

の
日

付

 2
5
1
9

訓
練

期
間

の
時

給
R

e
c
o
rd

 t
h
e
 p

a
rt

ic
ip

a
n
t’

s
 h

o
u
rl
y
 t

ra
in

in
g
 w

a
g
e
.

 2
5
2
0

正
規

の
中

等
教

育
機

関
、

あ
る

い
は

代
替

的
教

育
機

関
に

戻
っ

た
日

付

 2
5
2
1

中
等

教
育

機
関

に
戻

っ
て

か
ら

1
2
か

月
が

経
過

し
た

、
あ

る
い

は

中
等

教
育

機
関

在
学

中
に

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
始

し
た

時
点

 2
5
2
2

正
規

の
中

等
教

育
機

関
あ

る
い

は

代
替

的
教

育
機

関
に

1
2
か

月

在
籍

し
続

け
た

か

 2
5
2
3

学
位

あ
る

い
は

資
格

認
証

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

入
っ

た
日

付

 2
5
2
5

登
録

後
、

新
し

い
犯

罪
で

収
監

さ
れ

た
日

付

 2
5
2
6

登
録

後
、

関
連

の
あ

る
新

し
い

犯
罪

で
有

罪
判

決
を

受
け

た
か

 2
5
2
7

犯
罪

の
タ

イ
プ
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 2
5
2
8

更
生
施
設
あ
る
い
は
保
護
観
察
が

終
わ
っ
て
か
ら
1
2
か
月
が
経
過
し
た

時
点

2
5
2
9
 

更
生
施
設
あ
る
い
は
保
護
観
察
の

終
了
後
1
2
か
月
以
内
に
関
連
の
あ

る
新
し
い
犯
罪
で
有
罪
判
決
を

受
け
た
か

 2
5
3
0

登
録
後
、
関
連
の
あ
る
新
し
い
犯
罪

で
投
獄
さ
れ
た
か

 2
5
3
1

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
早
期
に
終
了
し
た

理
由

 2
5
3
2

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
時
に
お
け
る
雇
用
・

教
育
の
状
況

 2
5
3
3

最
初
の
1
週
間
の
労
働
時
間

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
時
の
教
育
の
状
況

 2
5
3
5

延
長
の
、
あ
る
い
は
代
替
的
な
教
育

機
関
へ
の
入
学

 2
5
3
6

中
等
教
育
と
同
等
の
コ
ー
ス
へ
の

入
学

 2
5
3
7

フ
ル
タ
イ
ム
、
あ
る
い
は

パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
の
中
等
後
教
育

へ
の
参
加

職
業
訓
練
へ
の
登
録

最
初
の
1
週
間
の
職
業
訓
練
へ
の

参
加
時
間
数
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３．ミシガン州タレント投資エージェンシー Annual Report 2015
Executive Summary 
 
This report is an assessment of performance outcomes for workforce investment activities 
involving the four core indicators relating to adults, dislocated workers, and youth ages 19-21 
(placement, retention, earnings, and skill attainment), and the three core indicators relating to 
youth ages 14-18 (basic skills attainment and, as appropriate, occupational skills; high school 
diplomas; and placement and retention in postsecondary education, advanced training, or 
employment). 
 
Included in the report is a cost per examination of programs offered by the state  local 
workforce investment areas.  These programs are designed to increase the employment, 
retention, and earnings of participants, and increase occupational skill attainment by 
participants, thereby improving the quality of the workforce, lessening welfare dependency, and 
enhancing the productivity and competitiveness of the State of Michigan.  
 
Program Descriptions 
 
WIA Adult and Dislocated Worker Programs 
 
The Adult and Dislocated Worker programs, under Title I of the Workforce Investment Act (WIA) 
of 1998, are designed to provide quality employment and training services to assist eligible 
individuals in finding and qualifying for meaningful employment, and to help employers find the 
skilled workers they need to compete and succeed in the global economy.  
 
Goals 
 
The goals of the Adult and Dislocated Worker programs are:  

 To increase employment, as measured by entry into unsubsidized employment;  
 To increase retention in unsubsidized employment six months after entry into 

employment;  
 To increase earnings received in unsubsidized employment for dislocated workers; and  
 To enhance customer satisfaction for participants and for employers.  

The employment goals are measured using Unemployment Insurance Wage Records and the 
customer satisfaction goals are measured by sampling.  
 
Services 

Program services are provided through One-Stop Career Centers.  There are three 
levels of service available under WIA for adults and dislocated workers:  

 Core services - includes outreach, job search and placement assistance, and labor 
market information available to all job seekers;  

 Intensive services - Includes more comprehensive assessments, development of 
individual employment plans, and counseling and career planning; and 

 Training services - Customers are linked to job opportunities in their communities, 
requiring both occupational training and training in basic skills.  Participants use an 
"individual training account" to select an appropriate training program from a qualified 
training provider.

資料シリーズ No.206【資料編】

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 56 －

Target Populations 
  
Adult 

All adults, 18 years of age and older, are eligible for core services.  Further:  

 Priority for intensive and training services must be given to recipients of public 
assistance and other low-income individuals where funds are limited.  

 In addition to unemployed adults, employed adults can also receive services to obtain or 
retain employment that allows for self-sufficiency.  States and local areas are 
responsible for establishing procedures for applying the priority and self-sufficiency 
requirements.  

Dislocated Workers  
 
A dislocated worker is an individual who:  

 Has been terminated or laid off, or has received a notice of termination or layoff from 
employment;  

o Is eligible for or has exhausted unemployment insurance; or 
o Has demonstrated an appropriate attachment to the workforce, but is not eligible 

for unemployment insurance; and  
o Is unlikely to return to a previous industry or occupation;  

 Has been terminated or laid off, or has received notification of termination or layoff, from 
employment as a result of any permanent closure of, or any substantial layoff at a plant, 
facility, or enterprise; or  

o Is employed at a facility where the employer has made a general announcement 
that the facility will close within 180 days;  

 Was self-employed (including employment as a farmer, a rancher, or a fisherman) but is 
unemployed as a result of general economic conditions in the community or because of 
a natural disaster;  

 Is a displaced homemaker who is no longer supported by another family member.  

WIA Youth Program  
 
Under Title I of the WIA, funds are provided to states and local workforce investment areas to 
deliver a comprehensive array of youth workforce investment services, including: tutoring; 
alternative secondary school offerings; summer employment opportunities directly linked to 
academic and occupational learning; paid and unpaid work experiences, including internships 
and job shadowing; occupational skills training; leadership development; supportive services; 
adult mentoring; counseling; and follow-up services. 
 
Eligible youth must be low-income, in or out-of-school, aged 14-21, and have one or more of the 
following barriers to employment:  
 

 Deficient in basic literacy skills; 
 A school dropout; 
 Homeless, a runaway, or in foster care; 
 Pregnant, or parenting;  
 An offender; or
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a natural disaster;  

 Is a displaced homemaker who is no longer supported by another family member.  

WIA Youth Program  
 
Under Title I of the WIA, funds are provided to states and local workforce investment areas to 
deliver a comprehensive array of youth workforce investment services, including: tutoring; 
alternative secondary school offerings; summer employment opportunities directly linked to 
academic and occupational learning; paid and unpaid work experiences, including internships 
and job shadowing; occupational skills training; leadership development; supportive services; 
adult mentoring; counseling; and follow-up services. 
 
Eligible youth must be low-income, in or out-of-school, aged 14-21, and have one or more of the 
following barriers to employment:  
 

 Deficient in basic literacy skills; 
 A school dropout; 
 Homeless, a runaway, or in foster care; 
 Pregnant, or parenting;  
 An offender; or

An individual, including a youth with a disability, who requires additional assistance to
complete an educational program or to secure and hold employment.

Youth are eligible to receive services to prepare them for post-secondary educational and 
employment opportunities, attain educational and/or skills training credentials, and to secure 
employment.  

Methods of Analysis 

Methods of analysis include trend, horizontal and vertical analyses, as well as ratios, such as 
cost per, as it relates to expenditures for participants, the four core indicators, and activity.  
Other calculations include rates of return on investment and ratios on cost per dollar spent. 

Findings 

All calculations can be found in the section entitled Program Year 2015 Cost Effectiveness 
Analysis. Results of data analyzed show that all ratios and trends are positive and demonstrate 
cost effectiveness of the programs mentioned.  In particular, comparative performance meets or 
exceeds the state negotiated level in the areas of entered employment, retained employment, 
earnings, and credential/education. 

Conclusions

Study of the performance outcomes finds that the overall success and performance outcomes of 
the Workforce Investment Act programs greatly contributed to the current economic standing in 
Michigan, which is positive and continues to surpass post-recession figures. 

Program Outcomes Summary 

Michigan met or exceeded all 
17 negotiated performance 
measures for Program Year 
(PY) 2015. The following 

Workforce Investment Act 
Title I actual performance 
results for PY 2015. 

Customer Satisfaction  
WIA Title I-B participants who 
exit services are eligible to be 
chosen for inclusion in the 
random sample.  WIA Title I-B
participants include individuals 
who are either adults, 
dislocated workers, older 
youth (ages 19-21), or
younger youth (ages 14-18).
All individuals from all WIA formula funding streams in an exit cohort are eligible to be chosen. 
All employers who have received a substantial service involving personal contact with WIA staff 
are eligible to be chosen for inclusion in the random sample.  Examples of substantial services
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include staff facilitated job orders, customized job training, customized labor market information 
requests, and on-the-job training activities. 

Entered Employment Rate  
This is determined by dividing 
the number of participants 
who obtained and retained 
employment one quarter after 
their initial placement or when 

the total number of 
participants who have exited 
the program.  In order to 
determine the entered 
employment rate, the program 
must track the employment 
status of their enrollees after 
they leave the program by re-
contacting them in some way. 

Retention Rate 
This is determined by dividing 
the number of participants 
who entered employment (or 
those exiters who earned 
wages in the quarter after their 
placement) by those exiters 
who also earned wages in all 
three quarters after their 
placement.  Grantees will not 
have a reported retention rate 
in the first, second, or third 
quarters because it requires 
three quarters after placement 
to determine employment 
retention.

Average Earnings Rate 
This measure calculates the
total earnings in the second 
quarter plus total earnings in 
the third quarter after exit 
divided by the number of 
participants who are employed 
in the first, second, and third 
quarters after exit.  The Youth 
measure compares this same 
wage to earnings in second
and third quarter prior to 
enrollment.
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total earnings in the second 
quarter plus total earnings in 
the third quarter after exit 
divided by the number of 
participants who are employed 
in the first, second, and third 
quarters after exit.  The Youth 
measure compares this same 
wage to earnings in second
and third quarter prior to 
enrollment.

Employment and Credential 
Rate
The number of participants who 
receive training services, who are 
employed in the first quarter after 
exit, and receive a 
credential/certificate by the end 
of the third quarter after exit 
divided by the number of 
adults/dislocated workers who 
exit during the quarter.  The 
youth measure allows 
educational services as an 
option.  

Younger Youth Goal/Skill 
Attainment Rate 
Total number of basic skills goals 
attained plus total number of 
work readiness skills goals 
attained plus total number of 
occupational skills goals attained 
divided by total number of basic 
skills goals plus total number of 
work readiness skills goals plus 
total number of occupational 
skills goals set.  As the chart to 
the right shows, Michigan 
exceeded its negotiated 
performance level for this 
measure.

Younger Youth Diploma Rate 
Youth without a diploma at 
participation who attain a diploma 
by the end of first quarter after 
exit.  As the chart to the right 
shows, Michigan exceeded its 
negotiated performance level for 
this measure. 

Younger Youth Retention Rate 
Youth must attain one or more qualifying outcomes in the third quarter after exit, i.e. postsecondary 
education; advanced training; military service; qualified apprenticeship; or unsubsidized employment. 
As the chart above shows, Michigan exceeded its negotiated performance level for this measure.
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Consolidated Program Performance Dashboard 
 
Michigan has developed a performance metrix that provides a monthly dashboard view of the 
progress of workforce programs in meeting certain annual targets set by the state.  The chart below 
describes the programs included and is followed by a definition index. 
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Consolidated Program Performance Dashboard 
 
Michigan has developed a performance metrix that provides a monthly dashboard view of the 
progress of workforce programs in meeting certain annual targets set by the state.  The chart below 
describes the programs included and is followed by a definition index. 
 

 

Dashboard Definitions 
 
  Jobs Filled with Michigan Works Assistance 

 
Number of all jobs filled via any assistance from the Michigan Works! Agency (MWA).  
Note: Intended to include all job postings and jobs filled, not just those specific to WIA, TANF, 
or program-specific clients; includes hiring of people even if they only received core services.  
View this from the employer side: Any job opening serviced by the MWA that is then filled.  
Reported by each MWA monthly, and is cumulative for the year to date. 

 
  Visitors to Service Centers 

 
Total Visits 
The number of unique individuals who use the one-stop centers, plus the total number of visits 
made by those individuals (i.e. traffic count).  Access Points are included in the count.  
Reported by each MWA monthly, cumulative for the year to date. 
 
Employers Served (Unduplicated) 
The number of unique employers served over the course of the year.  When defining an 
employer, the following services are considered: a job order, emails, phone calls, text 
messages, applications delivered, job fairs, etc.  Services are viewed as hard or soft services, 
both requiring a financial commitment from the system.  Reported by each MWA monthly, 
cumulative for the year to date. 

 
  Workforce Investment Act 

 
Federal Performance Measures 
Indicates whether the state met or exceeded its 17 federal performance standards for WIA.  
Shown as a percentage of the 17 total measures, not a weighted average.  For example, 16 of 
the 17 met would equal 94 percent. 

 
Customer Satisfaction 
Satisfaction rates for job seekers and employers are based on a state-delivered survey. 
 

 
 Percentage of Placements Prepared for Demand Jobs 

 
The percentage of all placements for which the employee was trained by the MWA for an 
occupation in-demand, including OJT, CRT, IWT, etc.  Represents the number of WIA and 
TAA exiters who received training and were employed at exit. 

 
  TANF - Federal Work Participation Rate 

The percentage of cases needed to meet work participation requirements.  This consists of a 
number of participants in a given month who are fully engaged in work or work-related 
activities (i.e. successfully meeting the required participation hours in approved activities).  
Reported by WDA monthly for each MWA, cumulative for the year to date. 

 
  Unemployment Rate 

Data published by the Michigan Department of Technology, Management & Budget (DTMB).  
Reported by WDA monthly for each MWA.

資料シリーズ No.206【資料編】

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 62 －

Program Year 2015 Cost Effectiveness Analysis 
 
Cost 
program achieves for a given amount of cost incurred, or conversely, the amount of cost required to 
achieve a given impact.  For program evaluation, this means measuring the impact of a program in 
achieving a given outcome (i.e. in order to achieve the desired employment rate or level of earnings) 
against the cost of the program.  This ratio, when calculated for a range of alternative programs 
addressing the same outcome, conveys the relative impacts and costs of these programs in an easy 
and intuitive way. 
 
The value of cost effectiveness analysis is twofold: first, its ability to summarize a program in terms of 
an illustrative ratio of effects to costs, and second, the ability to use this common measure to compare 
multiple programs evaluated in different contexts and in different years.  The first requires technical 
correc
second requires adherence to a common methodology for estimating costs and effects across various 
elements.  Cost effectiveness analysis is useful and informative as it maximizes the comparability of 
elements within different programs without straying from a correct and complete representation of the 
costs and effects of each program as it was actually evaluated. 
 

22,254 participants beyond self-service with expenditures totaling 
$25.8 million for an average cost per participant of $1,159.  Total adult exits beyond self-service were 
3,755 with 3,609 employed at the time of exit for an average cost per employment of $10,122.  Adult 
participants  employment rate was 87.4%, and their average earnings were $17,257 in six months. 
 
The Dislocated Worker program served 4,748 participants with expenditures totaling $25.9 million for 
an average cost per participant of $5,461.  Total dislocated worker exits were 2,035 with 2,172 
employed at the time of exit for an average cost per employment of $11,939.  Dislocated Worker 
participants  employment rate was 94.6 %, and their average earnings were $17,451 in six month. 
 
The Youth program served 7,735 participants with expenditures totaling $24.9 million for an average 
cost per participant of $3,219.  Total youth exits were 2,888 with younger youth (aged 14 to 18) 
representing a majority of the exits (2,450).  Older youth exits totaled 438 with 376 employed at the 
time of exit.  Older Youth participants  employment rate was 87.9%, and their average earnings gain 
was $5,736 in six months.  Youth placed in employment or education was 70.7%. 
 
The charts on the following page show the Return on Investment (ROI) and the Cost per Dollar 
Earned (CPDE) for Michigan  WIA programs for PY 2015.  ROI ranged from a high of $5.45 earned 
for every dollar spent for the Youth program to $2.11 earned for every dollar spent for the Dislocated 
Worker program.  CPDE ranged from a high of 32 cents spent for each dollar earned for the 
Dislocated Worker program to 15 cents spent for every dollar earned for the Youth program.
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Program Year 2015 Cost Effectiveness Analysis 
 
Cost 
program achieves for a given amount of cost incurred, or conversely, the amount of cost required to 
achieve a given impact.  For program evaluation, this means measuring the impact of a program in 
achieving a given outcome (i.e. in order to achieve the desired employment rate or level of earnings) 
against the cost of the program.  This ratio, when calculated for a range of alternative programs 
addressing the same outcome, conveys the relative impacts and costs of these programs in an easy 
and intuitive way. 
 
The value of cost effectiveness analysis is twofold: first, its ability to summarize a program in terms of 
an illustrative ratio of effects to costs, and second, the ability to use this common measure to compare 
multiple programs evaluated in different contexts and in different years.  The first requires technical 
correc
second requires adherence to a common methodology for estimating costs and effects across various 
elements.  Cost effectiveness analysis is useful and informative as it maximizes the comparability of 
elements within different programs without straying from a correct and complete representation of the 
costs and effects of each program as it was actually evaluated. 
 

22,254 participants beyond self-service with expenditures totaling 
$25.8 million for an average cost per participant of $1,159.  Total adult exits beyond self-service were 
3,755 with 3,609 employed at the time of exit for an average cost per employment of $10,122.  Adult 
participants  employment rate was 87.4%, and their average earnings were $17,257 in six months. 
 
The Dislocated Worker program served 4,748 participants with expenditures totaling $25.9 million for 
an average cost per participant of $5,461.  Total dislocated worker exits were 2,035 with 2,172 
employed at the time of exit for an average cost per employment of $11,939.  Dislocated Worker 
participants  employment rate was 94.6 %, and their average earnings were $17,451 in six month. 
 
The Youth program served 7,735 participants with expenditures totaling $24.9 million for an average 
cost per participant of $3,219.  Total youth exits were 2,888 with younger youth (aged 14 to 18) 
representing a majority of the exits (2,450).  Older youth exits totaled 438 with 376 employed at the 
time of exit.  Older Youth participants  employment rate was 87.9%, and their average earnings gain 
was $5,736 in six months.  Youth placed in employment or education was 70.7%. 
 
The charts on the following page show the Return on Investment (ROI) and the Cost per Dollar 
Earned (CPDE) for Michigan  WIA programs for PY 2015.  ROI ranged from a high of $5.45 earned 
for every dollar spent for the Youth program to $2.11 earned for every dollar spent for the Dislocated 
Worker program.  CPDE ranged from a high of 32 cents spent for each dollar earned for the 
Dislocated Worker program to 15 cents spent for every dollar earned for the Youth program.

Return on Investment  
The return on investment is 
calculated by subtracting the 
expense from the revenue 
(total wages earned) resulting 
in the gain, then by dividing the 
gain into the expense, resulting 
in the return on investment.
This ratio will tell the amount 
gained per dollar invested, 
thus revealing the efficiency of 
the investment.  This ratio is 
most useful when comparing 
past performance to determine 
trends of increasing or 
decreasing efficiency. 

Cost per Dollar Earned 
The cost per dollar earned is 
calculated by the expenses 
divided by revenue (the 
inverse of ROI.).  The amount 
earned may be greater at the 
beginning of a program since 
the earnings are accumulative. 
Benchmarking between 
programs is not standard so 
costs per dollar raised can vary 
widely depending on 
interpretation and 
exclusion/inclusion of such 
things as training or 
educational costs. 

Tables 1  3 on the following pages provide a more comprehensive analysis of each performance 
measure within the Adult, Dislocated Worker, and Youth programs.  Please note that certain 
outcomes among the Younger Youth measure were combined due to the complexity of determining 
the true effectiveness.  When those measures are combined, it presents a more practical analysis on 
its overall effect. 
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PROGRAM RELATIVE COST EFFECTIVENESS ANALYSIS 
 
 
Table 1: Adult Program Cost Analysis   
 
 
 

Adult Program Outcome Definitions 
 

 1.  Entered Employment Rate Those not employed at registration, but employed during the first 
quarter after program exit.  

 2.  Employment Retention Rate Employed in the first quarter after program exit and still 
employed in the second and third quarter after program exit. 

 3.  Earnings Change Earnings in the first, second, and third quarters after program 
exit. 

 
 4.  Credential Rate Employed during the first quarter after the exit quarter and 

received a credential/certificate by the end of the third quarter 
after the exit quarter.

 
Ratio 

 
Calculation PY 2015 Result 

Cost per Adul t  Participant 
Served  (CP) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 

Participants Served 
by Counselor 

 
 
 

$1,159 

Cost per Exiter  
(CE) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 
Total Program Exiters 

 
 

$6,866 

Cost per Entered Employment 
 (CEE) 

Program Expenditures 
------------------------------------ 
First Quarter Exiters 

Entering Employment 

 
 

$10,122 

Cost per Retained 
Employment (CRE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 

Exiters Employed in 
Q2 and Q3 After Exit 

 
 

$5,038 

Cost per Individual Attaining a 
Recognized Degree or 

Certificate (CID) 

Program expenditures 
--------------------------------------- 

Number of Participants Who 
Attained Certification 

or Degree 

 
 

$9,221 

 
 

Cost per $1 in Post-Program 
Earnings (CPPE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 
Total Exiters Earnings in 

2nd and 3rd 
Post-Program Quarters 

 
 
 

$0.32 
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PROGRAM RELATIVE COST EFFECTIVENESS ANALYSIS 
 
 
Table 1: Adult Program Cost Analysis   
 
 
 

Adult Program Outcome Definitions 
 

 1.  Entered Employment Rate Those not employed at registration, but employed during the first 
quarter after program exit.  

 2.  Employment Retention Rate Employed in the first quarter after program exit and still 
employed in the second and third quarter after program exit. 

 3.  Earnings Change Earnings in the first, second, and third quarters after program 
exit. 

 
 4.  Credential Rate Employed during the first quarter after the exit quarter and 

received a credential/certificate by the end of the third quarter 
after the exit quarter.

 
Ratio 

 
Calculation PY 2015 Result 

Cost per Adul t  Participant 
Served  (CP) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 

Participants Served 
by Counselor 

 
 
 

$1,159 

Cost per Exiter  
(CE) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 
Total Program Exiters 

 
 

$6,866 

Cost per Entered Employment 
 (CEE) 

Program Expenditures 
------------------------------------ 
First Quarter Exiters 

Entering Employment 

 
 

$10,122 

Cost per Retained 
Employment (CRE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 

Exiters Employed in 
Q2 and Q3 After Exit 

 
 

$5,038 

Cost per Individual Attaining a 
Recognized Degree or 

Certificate (CID) 

Program expenditures 
--------------------------------------- 

Number of Participants Who 
Attained Certification 

or Degree 

 
 

$9,221 

 
 

Cost per $1 in Post-Program 
Earnings (CPPE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 
Total Exiters Earnings in 

2nd and 3rd 
Post-Program Quarters 

 
 
 

$0.32 

Table 2: Dislocated Worker Program Cost Analysis   
 
 
 

Dislocated Worker Program Outcome Definitions 
 

 1.  Entered Employment Rate Those not employed at registration, but employed during the first 
quarter after program exit.  

 2.  Employment Retention Rate Employed in the first quarter after program exit and still 
employed in the second and third quarter after program exit. 

  3.  Earnings Change Earnings in the first, second, and third quarters after program 
exit. 

  4.  Credential Rate Employed during the first quarter after the exit quarter and 
received a credential/certificate by the end of the third quarter 
after the exit quarter.

 
Ratio 

 
Calculation PY 2015 Result 

 
Cost per Dislocated Worker 

Participant Served 
(CP) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 

Participants Served 
by Counselor 

 
 
 

$5,461 

 
Cost per Exiter 

(CE) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 
Total Program Exiters 

 
 

$12,742 

 
Cost per Entered Employment 

(CEE) 

Program Expenditures 
------------------------------------ 
First Quarter Exiters 

Entering Employment 

 
 

$11,939 

  
Cost per Retained 

Employment 
(CRE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 

Exiters Employed in 
Q2 and Q3 After Exit 

 
 
 

$10,274 

Cost per Individual Attaining a 
Recognized Degree or 

Certificate 
(CID) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 
Number of Participants   

Who Attained Certification 
or Degree 

 
 
 

$22,069 

 
 

Cost per $1 in Post-Program 
Earnings 
(CPPE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 
Total Exiters Earnings in 

2nd and 3rd  
Post-Program Quarters 

 
 
 

$0.64 
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Table 3: Youth Program Cost Analysis   
 
 

 

Youth Program Outcome Definitions 
 Youth 19-21 at Entry 

 1.  Entered Employment Rate Those not employed at registration, but employed during the 
first quarter after program exit.  Not enrolled in post-secondary 
education or advanced training in the first quarter after the exit 
quarter or are employed in the first quarter after program exit. 

  2.  Employment Retention Rate Employed in the first quarter after program exit and was still 
employed in the second and third quarter after program exit.  Not 
enrolled in post-secondary education or advanced training in the 
third quarter after the exit quarter or are employed in the third 
quarter after program exit. 

  3.  Earnings Change Employed in the first quarter after program exit.  Not enrolled in 
post-secondary education or advanced training in the third 
quarter after the exit quarter or are employed in the third quarter 
after program exit.  Compares earnings youth had before 
services and six months after services. 

  4.  Credential Rate Employed, or in post-secondary education, or in advanced 
training during the 1st quarter after the exit quarter and received

 
Ratio 

 
Calculation PY 2015 Result 

Cost per Youth  
Participant Served  (CP) 

 
Program Expenditures 
-------------------------------------- 

Participants Served 
by Counselor 

 
 
 

$3,227 

Cost per Exiter 
(CE) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 
Total Program Exiters 

 
 

$8,642 

 
Cost per Positive 

Employment 
(CPE) 

 
Program Expenditures 
------------------------------------ 

OY Employed + YY Skill 
Attainment 

 
 

$3,855 

 
Cost per Retained 

Employment 
(CRE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 

Exiters Employed in 
OY Retained + YY Attained 

 
 
 

$3,749 

Cost per Individual 
Attaining a Recognized 
Degree or Certificate 

(CID) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 

Number of Participants Who 
Attained Diploma or 

Equivalent\Certificate or 
Degree 

 
 
 

$12,669 
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Table 3: Youth Program Cost Analysis   
 
 

 

Youth Program Outcome Definitions 
 Youth 19-21 at Entry 

 1.  Entered Employment Rate Those not employed at registration, but employed during the 
first quarter after program exit.  Not enrolled in post-secondary 
education or advanced training in the first quarter after the exit 
quarter or are employed in the first quarter after program exit. 

  2.  Employment Retention Rate Employed in the first quarter after program exit and was still 
employed in the second and third quarter after program exit.  Not 
enrolled in post-secondary education or advanced training in the 
third quarter after the exit quarter or are employed in the third 
quarter after program exit. 

  3.  Earnings Change Employed in the first quarter after program exit.  Not enrolled in 
post-secondary education or advanced training in the third 
quarter after the exit quarter or are employed in the third quarter 
after program exit.  Compares earnings youth had before 
services and six months after services. 

  4.  Credential Rate Employed, or in post-secondary education, or in advanced 
training during the 1st quarter after the exit quarter and received

 
Ratio 

 
Calculation PY 2015 Result 

Cost per Youth  
Participant Served  (CP) 

 
Program Expenditures 
-------------------------------------- 

Participants Served 
by Counselor 

 
 
 

$3,227 

Cost per Exiter 
(CE) 

Program Expenditures 
-------------------------------------- 
Total Program Exiters 

 
 

$8,642 

 
Cost per Positive 

Employment 
(CPE) 

 
Program Expenditures 
------------------------------------ 

OY Employed + YY Skill 
Attainment 

 
 

$3,855 

 
Cost per Retained 

Employment 
(CRE) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 

Exiters Employed in 
OY Retained + YY Attained 

 
 
 

$3,749 

Cost per Individual 
Attaining a Recognized 
Degree or Certificate 

(CID) 

Program Expenditures 
--------------------------------------- 

Number of Participants Who 
Attained Diploma or 

Equivalent\Certificate or 
Degree 

 
 
 

$12,669 

a credential/certificate by the end of the 3rd quarter after the exit 
quarter. 

 Youth 14 to 18 (At Entry) 
  5.  Skill Attainment Rate In-school youth or out-of-school youth assessed to be in need of 

basic skills, work readiness skills, and/or occupational skills. 
 
6.  Diploma/Equivalent Rate Not enrolled in secondary school at exit.  Attain a secondary 

school diploma or equivalent by the end of the first quarter after 
program exit. 

  7.  Retention Rate Not enrolled in secondary school at exit.  Employed, or in post-
secondary education, advanced training, military service, or a 
qualified apprenticeship, during the third quarter after the exit 
quarter. 

 
Cost of Workforce Investment Activities 
The activities referenced in this analysis are core, intensive, and training services.  For youth, the cost 
of youth services with an emphasis on direct service cost for summer youth employment opportunities.  
This analysis will show how the mix of services for adults, dislocated workers, and youth compare 
and/or affected the WIA performance outcome.  Youth performance data is collected in a wide variety 
of formats that does not allow for easy comparison or analysis. 
 
Mix of Services Definition 
The Adult and Dislocated Worker programs, under Title I of the WIA, are designed to provide quality 
employment and training services to assist eligible individuals in finding and qualifying for meaningful 
employment, and to help employers find the skilled workers they need to compete and succeed in the 
global economy. 
 
The Youth program, under Title I of the WIA, is designed to deliver a comprehensive array of 
workforce investment services, including: tutoring; alternative secondary school offerings; summer 
employment opportunities directly linked to academic and occupational learning; paid and unpaid 
work experiences, including internships and job shadowing; occupational skills training; leadership 
development; supportive services; adult mentoring; counseling; and follow-up services. 
 
Goals  
 To increase employment, as measured by entry into unsubsidized employment;  
 To increase retention in unsubsidized employment six months after entry into employment;  

 To increase earnings received in unsubsidized employment for dislocated workers; 
 To increase the educational attainment of youth; and  
 To enhance customer satisfaction for participants and for employers.  

Services  
Services are provided through one-stop service centers.  There are three levels of service:  

 Core, Intensive, and Training
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The following charts provide cost per information for adult and dislocated worker participants and 
exiters. 

Core services include job search and placement assistance (including career counseling); labor 
market information (which identifies job vacancies, skills needed for in-demand jobs, and local, 
regional and national employment trends); initial skill assessment; information about available 
services; and some follow-up services to help customers keep their jobs once they are placed.  

PY 2015 Adult Core Service Expenditures $1,687,550.

PY 2015 Dislocated Worker Core Service Expenditures $975,120.
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The following charts provide cost per information for adult and dislocated worker participants and 
exiters. 

Core services include job search and placement assistance (including career counseling); labor 
market information (which identifies job vacancies, skills needed for in-demand jobs, and local, 
regional and national employment trends); initial skill assessment; information about available 
services; and some follow-up services to help customers keep their jobs once they are placed.  

PY 2015 Adult Core Service Expenditures $1,687,550.

PY 2015 Dislocated Worker Core Service Expenditures $975,120.

Intensive services include more comprehensive assessments, development of individual 
employment plans, group and individual counseling, case management, and short-term pre-vocational 
services.

PY 2015 Adult Intensive Services Expenditures $16,537,160. 

PY 2015 Dislocated Worker Intensive Services Expenditures $12,365,925.
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Training is available for those who meet intensive services eligibility but were unable to find 
employment through those services.

PY 2015 Adult Training Service Expenditures $10,336,021.

PY 2015 DW Training Service Expenditures $5,488,570.
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Training is available for those who meet intensive services eligibility but were unable to find 
employment through those services.

PY 2015 Adult Training Service Expenditures $10,336,021.

PY 2015 DW Training Service Expenditures $5,488,570.

How Mix of Service Affected the Actual Outcome 

Adults 

There are three levels 
of service:  

Core Services - 
includes outreach, job 
search and placement 
assistance, and labor 
market information 
available to all job 
seekers.  

Intensive Services - 
includes more 
comprehensive 
assessments, 
development of 
individual employment 
plans, and counseling 
and career planning. 

Training Services - 
Customers are linked to 
job opportunities in their 
communities, requiring 
both occupational 
training and training in 
basic skills.  
Participants use an 
"individual training 
account" to select an 
appropriate training 
program from a 
qualified training 
provider. 

The charts show how 
each service affected 
the performance 
outcome for Adults, 
which is: 

To increase 
employment; 

To increase job 
retention in six months; 

To increase earnings 
received in 
unsubsidized 
employment. 
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How Mix of Service Affected the Actual Outcome 

Dislocated Workers

There are three levels 
of service:  

Core Services - 
includes outreach, job 
search and placement 
assistance, and labor 
market information 
available to all job 
seekers.

Intensive Services - 
includes more 
comprehensive 
assessments, 
development of 
individual employment 
plans, and counseling 
and career planning. 

Training services - 
Customers are linked to 
job opportunities in their 
communities, requiring 
both occupational 
training and training in 
basic skills.  
Participants use an 
"individual training 
account" to select an 
appropriate training 
program from a 
qualified training 
provider. 

The charts show how 
each service affected 
the Dislocated Worker 
performance outcome, 
which is: 

To increase 
employment; 

To increase job 
retention in six months; 

To increase earnings 
received in 
unsubsidized 
employment. 
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How Mix of Service Affected the Actual Outcome 

Dislocated Workers

There are three levels 
of service:  

Core Services - 
includes outreach, job 
search and placement 
assistance, and labor 
market information 
available to all job 
seekers.

Intensive Services - 
includes more 
comprehensive 
assessments, 
development of 
individual employment 
plans, and counseling 
and career planning. 

Training services - 
Customers are linked to 
job opportunities in their 
communities, requiring 
both occupational 
training and training in 
basic skills.  
Participants use an 
"individual training 
account" to select an 
appropriate training 
program from a 
qualified training 
provider. 

The charts show how 
each service affected 
the Dislocated Worker 
performance outcome, 
which is: 

To increase 
employment; 

To increase job 
retention in six months; 

To increase earnings 
received in 
unsubsidized 
employment. 

Youth Service Activities and Expenditures 

The ten program elements 
required under WIA Section 
129(c)(2) and 20 CFR 
664.410 are:  

1. Tutoring, study skills
training, and instruction 
leading to secondary school 
completion, including dropout 
prevention strategies;  
2. Alternative secondary- 
school offerings; 
3. Summer employment
opportunities linked to 
academic and occupational 
learning;  
4. Paid and unpaid work
experiences; 
5. Occupational skills training;
6. Leadership development
opportunities; 
7. Supportive services;
8. Mentoring;
9. Follow-up services; and
10. Comprehensive guidance
and counseling. 

Michigan Youth program 
expenditures for PY 2015 
totaled $2,248,892, 71.6% of 
which funded out-of-school 
youth.  The expenditure and 
activities charts provide a 
detailed mix of service and 
activity breakdown, as well as 
the number of activities youth 
were enrolled in.

Goals made up 34% of all 
activities.  These activities 
totaled 7,718. 
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 Out-of-School Youth Performance 

An eligible youth who is a school drop-out or a youth who has received a secondary school diploma or 
its equivalent but is basic skills deficient may be considered an Out-of-School Youth. 

education, entrepreneurial skills training, provision of labor market and employment information, and activities that 
help youth prepare for, and transition to, post-secondary education and training. 

Michigan  WIA Out-of- School participating youth met or exceeded six of the seven negotiated plan levels. This is 
taking into account that they were basic skills deficient, low income, and possibly an offender, homeless, runaway, 
pregnant or parenting, disabled, or a current or prior foster child.

The experiences of young 
people that drop out of school 
or soon after they leave school 
often play a critical part in their 
long-term future. It is a time 
when they develop 
occupational competence, 
learn to apply their academic 
capabilities, and gain the 
generic workplace skills 
required in most jobs. It is often 
a time of testing careers and of 
completing formal education. 
Starting out on the right foot 
also allows youth to 
demonstrate a track record 
necessary for a productive 
career. 

WIA Youth programs are 
operated on a year-round basis 
by local Michigan Works! 
Agencies (MWAs).  Available 
services include tutoring, study 
skills training, alternative 
secondary school offerings, 
dropout recovery services, paid 
and unpaid work experiences, 
including summer employment 
opportunities, occupational 
skills training, education offered 
concurrently with workforce 
preparation, leadership 
development opportunities, 
supportive services, adult 
mentoring, follow-up services, 
comprehensive guidance and 
counseling, financial literacy 
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 Out-of-School Youth Performance 

An eligible youth who is a school drop-out or a youth who has received a secondary school diploma or 
its equivalent but is basic skills deficient may be considered an Out-of-School Youth. 

education, entrepreneurial skills training, provision of labor market and employment information, and activities that 
help youth prepare for, and transition to, post-secondary education and training. 

Michigan  WIA Out-of- School participating youth met or exceeded six of the seven negotiated plan levels. This is 
taking into account that they were basic skills deficient, low income, and possibly an offender, homeless, runaway, 
pregnant or parenting, disabled, or a current or prior foster child.

The experiences of young 
people that drop out of school 
or soon after they leave school 
often play a critical part in their 
long-term future. It is a time 
when they develop 
occupational competence, 
learn to apply their academic 
capabilities, and gain the 
generic workplace skills 
required in most jobs. It is often 
a time of testing careers and of 
completing formal education. 
Starting out on the right foot 
also allows youth to 
demonstrate a track record 
necessary for a productive 
career. 

WIA Youth programs are 
operated on a year-round basis 
by local Michigan Works! 
Agencies (MWAs).  Available 
services include tutoring, study 
skills training, alternative 
secondary school offerings, 
dropout recovery services, paid 
and unpaid work experiences, 
including summer employment 
opportunities, occupational 
skills training, education offered 
concurrently with workforce 
preparation, leadership 
development opportunities, 
supportive services, adult 
mentoring, follow-up services, 
comprehensive guidance and 
counseling, financial literacy 

CUSTOMER SATISFACTION METHODOLOGY AND PROCESS 

Customer satisfaction is essential to the continuous improvement of services administered through 
the Workforce Investment Act (WIA).  We find that the best way to find out whether our customers are 
satisfied is to ask them.  

Michigan continues to utilize the American Customer Satisfaction Index (ACSI) to meet the customer 
satisfaction measurement needs of the WIA.  The survey approach utilized allows the state flexibility 
and, at the same time, captures common customer satisfaction information for the state  local areas, 
resulting in an aggregate count for the state. 
 
The sampling methodology used to select potential respondents for the surveys ensures the 
consistent random selection of a sample of customers eligible for the surveys.  Participant samples 
are drawn on a monthly basis.  
 
The minimum response rate is 70 percent.  The response rate is calculated as the number of 
respondents with complete customer satisfaction information divided by the total number in the 
sampling.  A survey is considered complete where valid answers are provided by respondents for 
each of the core questions outlined by the state: 
What is your overall satisfaction with the services? 

To what extent have the services met your expectations? 
How well did the services you received compare with the ideal set of services? 

Michigan recorded high levels of satisfaction from participants surveyed.  From January 1, 2015 to 
December 31, 2015, participants across the state of Michigan reported an average score of 97 
percent, exceeding the negotiated plan level of 93 percent.  This resulted in 104 percent of the plan 
achieved and a response rate of 75.3 workforce 
programs reported an average score of 86.8 percent, exceeding the negotiated plan level of 86 
percent, with 101 percent of the negotiated plan level achieved and a response rate of 82.4 percent. 

When to Conduct a Customer Satisfaction Survey? 

The best time to conduct a customer satisfaction survey is when the experience is fresh in their 
minds.  If you wait to conduct a survey, the customer's response may be less accurate. 

Who are surveyed? 
 
WIA Title I-B participants with a last expected service date are eligible to be chosen for inclusion in 
the random sample.  WIA Title I-B participants include individuals who are either adults, dislocated 
workers, older youth (ages 19-21), or younger youth (ages 14-18). 
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Sample of Interview Questions 
 

your overall satisfaction with the services provided?  
 
Considering all of the expectations you may have had about the services, to what extent have the 

 
 
Now think of the ideal program for people in your circumstances.  How well do you think the services 
you received compare with the ideal set of services?  Very C

 

WIA Participant Customer Satisfaction  

The weighted average of participant ratings on each of the three questions regarding overall 
satisfaction is reported on a 0-100 point scale.  The score is a weighted average, not a percentage.  

Participant customer satisfaction responses are collected by way of telephone interviews. 

A survey is considered complete where valid answers are provided by respondents for each of 
the core questions: 
What is your overall satisfaction with the services? 
To what extent have the services met your expectations? 

How well did the services you received compare with the ideal set of services? 

The average score is of the three survey questions completed by the respondent. 

Response Rate - The percentage of people in the sample who are contacted and responded to all 
three core questions on the survey.  

Measuring Employer Customer Satisfaction 

The weighted average of employer ratings on each of the three questions regarding overall 
satisfaction is reported on a 0 - 100 point scale.  The score is a weighted average, not a percentage. 

Employer customer satisfaction responses are collected by way of telephone interviews. 
A survey is considered complete where valid answers are provided by respondents for each of 
the core questions: 

What is your overall satisfaction with the services? 
To what extent have the services met your expectations? 
How well did the services you received compare with the ideal set of services? 

The average weighted score of each of the survey questions completed by the respondent. 
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Sample of Interview Questions 
 

your overall satisfaction with the services provided?  
 
Considering all of the expectations you may have had about the services, to what extent have the 

 
 
Now think of the ideal program for people in your circumstances.  How well do you think the services 
you received compare with the ideal set of services?  Very C

 

WIA Participant Customer Satisfaction  

The weighted average of participant ratings on each of the three questions regarding overall 
satisfaction is reported on a 0-100 point scale.  The score is a weighted average, not a percentage.  

Participant customer satisfaction responses are collected by way of telephone interviews. 

A survey is considered complete where valid answers are provided by respondents for each of 
the core questions: 
What is your overall satisfaction with the services? 
To what extent have the services met your expectations? 

How well did the services you received compare with the ideal set of services? 

The average score is of the three survey questions completed by the respondent. 

Response Rate - The percentage of people in the sample who are contacted and responded to all 
three core questions on the survey.  

Measuring Employer Customer Satisfaction 

The weighted average of employer ratings on each of the three questions regarding overall 
satisfaction is reported on a 0 - 100 point scale.  The score is a weighted average, not a percentage. 

Employer customer satisfaction responses are collected by way of telephone interviews. 
A survey is considered complete where valid answers are provided by respondents for each of 
the core questions: 

What is your overall satisfaction with the services? 
To what extent have the services met your expectations? 
How well did the services you received compare with the ideal set of services? 

The average weighted score of each of the survey questions completed by the respondent. 

 

 

 

Customer Service Feedback 

Michigan  satisfaction survey format gives the service providers an understanding of 
 levels.  The customer satisfaction survey represents multiple 

questions that address different dimensions of the satisfaction concept.  This comprises a measure of 
overall satisfaction and satisfaction with individual service and service attributes. 
  
In order to capture the state of mind customers have about a service when their expectations have not 
been met or exceeded, Michigan collects transcripts on each survey taken.  Those transcripts are 
available and utilized to frame a training outline that focuses on an improvement in service delivery.
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WIA ADULT, DISLOCATED WORKER, YOUTH PROGRAM AND EMPLOYER SUCCESS STORIES 
 
 
Name: Kimberly Sapp 
Employer:  
Program: Adult 
 
Kimberly Sapp was attending Ferris State University to receive her AAS in Respiratory Care.  During 
her last year of school, Kimberly came to Michigan Works! seeking tuition assistance.  While she did 
have a full-time bartending job, the costs of tuition, fees, transportation, and lodging during clinicals 
was more than Kimberly could afford.  She was worried she would have to drop out of school. 
 
Since Kimberly was working towards a degree in an in-demand occupation, Michigan Works! was able 
to help her pay for her tuition, books, and fees needed to obtain her degree, as well as help pay for 
mileage, uniforms, hotel stays while at clinicals, and her Certified Respiratory Therapist exam fee. 
 
With the financial aid Michigan Works! was able to provide, Kimberly was able to finish her degree.  

Respiratory Therapist. 
 

 I 
couldn't juggle work and school.  Michigan Works! made it possible to manage both.  With the 
financial support they provided me, I was able to work, do my clinical rotation and finally graduate.  
They have gone above and beyond to help me achieve my goal and now I am employed in my field of 
study.   
 
Name: Katherine Williams-Campbell 
Employer: Alliance Health 
Program: Dislocated Worker 
 
Katherine had been in the banking business nearly all of her adult working life.  When the industry 
started to decline, she found that her life in the financial industry came to a halt.  She decided to 
change her career entirely. 
 
As a single parent collecting unemployment insurance benefits, Katherine decided to visit Michigan 
Works! to research the possibilities.  In the beginning, she considered training as a Radiological 
Technician.  After completing the O*NET Career Interest Survey, a self-directed career exploration/ 
assessment tool that helps individuals discover and plan their career options, Katherine decided to 
train as a Medical Assistant. 
 
Katherine enrolled in the Associate degree program at Macomb Community College in August 2013.  
A Pell Grant and WIA Dislocated Worker training funds were used to meet the costs of tuition, books, 

a half years later, Katherine graduated from Macomb Community College and was hired by Alliance 
Health as a Medical Assistant.
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WIA ADULT, DISLOCATED WORKER, YOUTH PROGRAM AND EMPLOYER SUCCESS STORIES 
 
 
Name: Kimberly Sapp 
Employer:  
Program: Adult 
 
Kimberly Sapp was attending Ferris State University to receive her AAS in Respiratory Care.  During 
her last year of school, Kimberly came to Michigan Works! seeking tuition assistance.  While she did 
have a full-time bartending job, the costs of tuition, fees, transportation, and lodging during clinicals 
was more than Kimberly could afford.  She was worried she would have to drop out of school. 
 
Since Kimberly was working towards a degree in an in-demand occupation, Michigan Works! was able 
to help her pay for her tuition, books, and fees needed to obtain her degree, as well as help pay for 
mileage, uniforms, hotel stays while at clinicals, and her Certified Respiratory Therapist exam fee. 
 
With the financial aid Michigan Works! was able to provide, Kimberly was able to finish her degree.  

Respiratory Therapist. 
 

 I 
couldn't juggle work and school.  Michigan Works! made it possible to manage both.  With the 
financial support they provided me, I was able to work, do my clinical rotation and finally graduate.  
They have gone above and beyond to help me achieve my goal and now I am employed in my field of 
study.   
 
Name: Katherine Williams-Campbell 
Employer: Alliance Health 
Program: Dislocated Worker 
 
Katherine had been in the banking business nearly all of her adult working life.  When the industry 
started to decline, she found that her life in the financial industry came to a halt.  She decided to 
change her career entirely. 
 
As a single parent collecting unemployment insurance benefits, Katherine decided to visit Michigan 
Works! to research the possibilities.  In the beginning, she considered training as a Radiological 
Technician.  After completing the O*NET Career Interest Survey, a self-directed career exploration/ 
assessment tool that helps individuals discover and plan their career options, Katherine decided to 
train as a Medical Assistant. 
 
Katherine enrolled in the Associate degree program at Macomb Community College in August 2013.  
A Pell Grant and WIA Dislocated Worker training funds were used to meet the costs of tuition, books, 

a half years later, Katherine graduated from Macomb Community College and was hired by Alliance 
Health as a Medical Assistant.

Name: Aaron Ward 
Employer: Working Part-Time While Attending School 
Program: Youth 
 

began working with the Jobs for 

Graduates Specialist at Orchard View High School to monitor his academic progress and receive 
tutoring. 
 

his employment after his subsidized work experience ended.  With the help of his 
Graduates Specialist, Aaron participated in the Early College program with Orchard View High School 
and Muskegon Community College.  He earned over 30 college credits as a high school student and 
graduated second in his class. 
 
Aaron i

-time at 
the Pita Place in the evening, and taking a summer class at Muskegon Community College.  In the 
fall, Aaron will be a full-
degree, Aaron will transfer to a four-year university where he will major in Environmental Science. 
 
Employer: Harbor Freight Tools 
Program: Business Services 
 
The corporate offices of Harbor Freight Tools in California contacted Michigan Works! and informed 
the staff that Harbor Freight Tools was opening a new store in Howell.  The Grand Opening was 
scheduled for mid-October and the company would need assistance with staffing the location.  The 
manager of the new store, Tracey Weber, would need to recruit for 45 positions that were available. 
 
Beginning as early as July, staff assisted with recruiting.  Tracey spent countless hours at the service 
center until all of the hiring needs were met in September.  Orientation was scheduled to be held at 
the service center on September 10, 2015, with the goal to have the store staffed and running 
smoothly leading up to the Grand Opening. 
 

Manager.  According to Tracey, trucks continued to arrive with 
merchandise to restock the store in hopes of keeping up with the sales.  Mark Callaghan, one of the 
first store customers, stated he had to return four times that day purchasing more items. 
 
Due to the successful partnership with Harbor Freight Tools and the professional yet passionate way 
in which Tracey conducted business and recruitment for the store, both were nominated and selected 
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WIA WAIVERS 
 
The following waivers, as approved by the United States Department of Labor (USDOL), were in place 
during PY 2015 in alignment with USDOL Training and Employment Guidance Letter (TEGL) 1-15, issued 
July 1, 2015. 
 

 Waiver allowing local Workforce Development Boards (WDBs) to use up to twenty percent of their WIA 
Dislocated Worker formula funds to support local Incumbent Worker Training (IWT) programs as part of 
a layoff aversion strategy under the WIA Section 134(a).  All training under this waiver is restricted to 
skill attainment activities. 

 
 Waiver allowing the transfer of up to fifty percent of local formula funds between the WIA Adult and 

Dislocated Worker programs under WIA Section 133(b)(4). 
 

 Waiver allowing the use of a sliding scale based on employer size or length of unemployment for On-
the-Job Training (OJT) employer reimbursement under the WIA Section 101(31)(B). 

 
 Waiver allowing a sliding scale based on employer size for the Customized Training employer 

contribution requirement under WIA Section 101(8)(C). 
 

 Waiver allowing the use of Individual Training Accounts (ITAs) for all Youth program participants at 20 
Code of Federal Regulation (CFR) 664.510. 

 
 Waiver of the WIA Regulations at Section 666.100 to exempt from inclusion in the credential 

performance measure calculations credential attainment outcomes for participants enrolled in OJT. 
 

 Waiver of the requirement at the WIA Section 134(a)(2)(B)(ii) to conduct evaluations of WIA activities for 
adults, dislocated workers, and youth. 

 
Michigan was previously granted a waiver from the requirement to conduct evaluations of workforce 
investment activities for adults, dislocated workers, and youth in order to promote, establish, and implement 
methods for continuous improvement in the efficiency and effectiveness of the statewide workforce 
investment system in improving the employability of jobseekers and the competitiveness of employers.  As 
such, Michigan has no information to include in this report concerning evaluations that either concluded, or 
commenced, during PY 2015 for the WIA. 
 
The above waivers previously assisted the State and local areas in further developing and operating an IWT 
program focused on layoff aversion and skill attainment activities, increas
fluctuating demand for services, and increased the capacity of local areas to respond to individual training 
needs.  The waivers provided local areas with the flexibility necessary to respond efficiently and effectively to 
changing local conditions and demands.  Use of the waivers during PY 2015 continued in alignment with 
USDOL TEGL 1-15 for already obligated funds.  However, the Workforce Innovation and Opportunity Act 
(WIOA) negated the need to extensively use some of the waivers as the WIOA offers such flexibility, or even 
greater flexibility in some cases, without a waiver.  As such, the most applicable waivers for PY 2015 were 
those that offered a more flexible sliding scale reimbursement than the WIOA and performance flexibility. 
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WIA WAIVERS 
 
The following waivers, as approved by the United States Department of Labor (USDOL), were in place 
during PY 2015 in alignment with USDOL Training and Employment Guidance Letter (TEGL) 1-15, issued 
July 1, 2015. 
 

 Waiver allowing local Workforce Development Boards (WDBs) to use up to twenty percent of their WIA 
Dislocated Worker formula funds to support local Incumbent Worker Training (IWT) programs as part of 
a layoff aversion strategy under the WIA Section 134(a).  All training under this waiver is restricted to 
skill attainment activities. 

 
 Waiver allowing the transfer of up to fifty percent of local formula funds between the WIA Adult and 

Dislocated Worker programs under WIA Section 133(b)(4). 
 

 Waiver allowing the use of a sliding scale based on employer size or length of unemployment for On-
the-Job Training (OJT) employer reimbursement under the WIA Section 101(31)(B). 

 
 Waiver allowing a sliding scale based on employer size for the Customized Training employer 

contribution requirement under WIA Section 101(8)(C). 
 

 Waiver allowing the use of Individual Training Accounts (ITAs) for all Youth program participants at 20 
Code of Federal Regulation (CFR) 664.510. 

 
 Waiver of the WIA Regulations at Section 666.100 to exempt from inclusion in the credential 

performance measure calculations credential attainment outcomes for participants enrolled in OJT. 
 

 Waiver of the requirement at the WIA Section 134(a)(2)(B)(ii) to conduct evaluations of WIA activities for 
adults, dislocated workers, and youth. 

 
Michigan was previously granted a waiver from the requirement to conduct evaluations of workforce 
investment activities for adults, dislocated workers, and youth in order to promote, establish, and implement 
methods for continuous improvement in the efficiency and effectiveness of the statewide workforce 
investment system in improving the employability of jobseekers and the competitiveness of employers.  As 
such, Michigan has no information to include in this report concerning evaluations that either concluded, or 
commenced, during PY 2015 for the WIA. 
 
The above waivers previously assisted the State and local areas in further developing and operating an IWT 
program focused on layoff aversion and skill attainment activities, increas
fluctuating demand for services, and increased the capacity of local areas to respond to individual training 
needs.  The waivers provided local areas with the flexibility necessary to respond efficiently and effectively to 
changing local conditions and demands.  Use of the waivers during PY 2015 continued in alignment with 
USDOL TEGL 1-15 for already obligated funds.  However, the Workforce Innovation and Opportunity Act 
(WIOA) negated the need to extensively use some of the waivers as the WIOA offers such flexibility, or even 
greater flexibility in some cases, without a waiver.  As such, the most applicable waivers for PY 2015 were 
those that offered a more flexible sliding scale reimbursement than the WIOA and performance flexibility. 

On-the-Job Training (OJT) and Customized Training Waivers 
 
Waivers were previously granted to local areas that allowed sliding scales based on employer size 
for Customized Training employer contribution requirements.  In addition, waivers were previously 
granted to local areas that allowed sliding scales based on employer size and/or length of 
unemployment for OJT employer reimbursement. 
 
OJT waivers to increase employer reimbursement for OJT through a sliding scale were based on 

the waiver allowed local areas to provide additional assistance to employers in creating jobs for 
WIA participants.  The waivers provide assistance to employers in creating jobs sooner, rather 
than later, by reimbursing some of the cost of training new workers. 
 
Waivers of the required employer contribution for Customized Training utilizing a sliding scale were 
also based on the size of the employer.  Under the waiver, a sliding scale for the employer 
matching cost component created an incentive for small and mid-sized employers to participate in 
Customized Training, resulting in high-skill, high-demand, and/or high-wage attainment. 
 
Waiver Impact 
 
The waivers previously granted to the State of Michigan provided the State and local areas with 
increased flexibility in the administration and operation of its workforce programs.  The increased 
flexibility enabled local areas to tailor their programs to meet local participant and employer 
demands and to ensure specific needs were met. 
 
Key waiver impacts were as follows: 
 

 Local areas had greater control over program design and program management.  The 
increased local flexibility to respond to ever-changing local and regional economic conditions 
provided the ability to more efficiently and effectively respond to changing demands. 

 
 Employers were provided with access to training resources necessary to remain viable and 

Higher labor force quality is a key competitive factor 
affecting an 
quality drives local creation of high-quality jobs, thereby increasing local earnings per capita. 

 
 Increased the skills of local and regional workforces by learning new technologies, enabling 

higher paying positions or maintain their current jobs and avoid layoffs. 
 

 Filled employment gaps in high-demand, high-growth occupational fields, such as agriculture, 
energy, healthcare, information technology, and manufacturing via in-demand training. 

 
 Built and expanded positive relationships between employers, local areas, service providers, 

and community colleges and other training institutions by better aligning capacity with 
demand for services. 

 
Challenges 
 
There were no challenges identified with respect to the utilization of  waivers during 
Program Year 2015. 
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